The Objective Reflection of Consumer Price Index : Value-form of Labour Force and CPI by 岩井 浩 & Iwai Hiroshi
消費者物価指数の対象反映性 : 労働力の価値形態
と消費者物価指数
著者 岩井 浩
雑誌名 關西大學經済論集
巻 25
号 2-4
ページ 209-285
発行年 1975-11-04
その他のタイトル The Objective Reflection of Consumer Price
Index : Value-form of Labour Force and CPI
URL http://hdl.handle.net/10112/14866
209 
消費者物価指数の対象反映性
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問題の所在
I 消費者物価指数の基本的概念と方法ーI.L. 0. を中心とする指数の国際的標準化ー
1. 生計費指数の基本的概念と方法
2. 生計費指数から消費者物価指数へ
3. 消費者物価指数の経済理論的基礎
n 労働力の価値形態と消費者物価指数
1. 消費者物価指数の基本的概念と方法の諸問題
2. 消費者物価指数の労働力価値反映性
問題の所在
近年の激しい物価上昇と国民生活の悪化は，物価変動のバロメーターとして
の消費者物価指数 (C.P. I)への国民の強い関心をまき起し，指数の現実（実勢）
反映性，その生活実感との“ズレ”が問題とされ，その幾つかの測面が批判さ
れている。
現行『消費者物価指数』への批判は，大きく分けると(1)指数の基準となる社
会階層とその生計費（マーケット・バスケット）の質料構成，すなわち，指数品目
とウエイトの代表性の問題， (2)品目（銘柄）の価格調査の問題， (3)指数品目の個
別価格指数とそのウエイトをもとにしての総合指数化（ラスパイレス算式）の問
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題にむけられているり。
1)現行の総理府統計局『消費者物価指数」批判の主要な著作，論文は，以下のものがあ
る；石田望「物価指数一その実態に無関心でよいか』，白日社， 1974年5月 （この著
書は，石田氏のこれまでの消費者物価指数批判を集大成したものであり，労働者階級
の立場から書かれた消費者物価指数にかんする唯一の著書である）。石田氏の主要な
論文には， 「消費者物価指数に関する若千の考察」（『東京経済大学創立65周年記念論
集』）「政府物価統計の欺まん性ー消費者物価指数を中心として一」（『経済』 1968年4
月号），「主成分分析法による物価指数の試算」（『統計学』第20号， 1969月9月），「物
価統計の意味とからくり」（『経済」 1970年10月号），「統計における銘柄変更処理の不
当性ー加藤寛孝氏に反論する」（『エコノミスト』， 1974年9月17月号）， 「消典者物価
統計にはウソがある一「物価引下げ公約」の無意味さ」（『エコノミスト』 1975年4月
22日号）等々。池田茂「消費者物価指数は正しいか」（『世界経済評論』， 1964年2月
号），清Ji!晃「総理府『物価指数」を洗う」（『経済』， 1975年2月号）， 松村一隆「消
費者物価指数について」（『愛知大学法経論集』経済編，第58号， 1968年10月）， 山田
貢「消費者物価指数の問題点」（『統計学』第13号，：1964年10月）， 山田喜志夫「物価
指数の基礎理論一価値形態論と物価指数一」（『国学院経済学』， 第16巻第4号， 1968 
年3月）， 統計指標研究会「総理府統計局「消費者物価指数』」（官庁統計の批判と利
用」③，『経済J,1973年7月号）。
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(i) 特に，指数と生活実感との“ズレ”の問題と関係して， 階層別物価指数の作成
の必要性が指摘されているが，政府統計への批判的立場から，この指数の理論的基礎
の解明が十分に行われているとはいえない。この点，次の文献参照；足利末男「消費
者物価指数の理解のために」（『日本労働協会雑誌」 1967年2月号），高木秀玄「階層別
消費者物価指数試算」（『統計』， 1975年2月号），玉木義男「消費者物価指数について
の一考察一生活実感との乖離ー」（『新潟大学経済論集』，第17号， 1974年1月），統計
指標研究会「国民諸階層と物価上昇一階層別消費者物価指数ー」（「日本経済の統計指
標」⑬，『経済』， 1974年7月号）
(ii) また指数作成のための基礎資料である総理府統計局『小売物価統計調査」なら
びに「家計調査」の調査方法及び調査内容の吟味・批判の文献には，以下のものがあ
る；大橋隆憲「商品と商品統計」（『統計学』，第19号， 1968年9月），上杉正一郎「マ
ルクス主義と統計』（青木文庫， 1951年， 35~49ページ），大屋祐雪「標本統計資料の
吟味」（『熊本商大論集」 9号， 1957年），石田望「統計のたたかい『家計調査」 1,2」
（『経済』， 1965年12月号， 1966年1月号）， 山田貢「『家計調査』対象世帯の性格につ
いて」（『統計学」第16号， 1966年10月）， 横本宏「家計調査における家計簿方式につ
いて」（『統計学」第25号， 1972年3月），統計指標研究会「総理府統計局「家計調査』
（「官庁統計の批判と利用」⑥）」（＂茎済』， 1973年9月号）。特に，『家計調査」の収支
項目分類の批判的検討は，下山房雄「労働者の生活問題」（塩田庄兵衛編「労働問題
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第一の指数品目とウエイトの代表性の問題については，その原資料としての
『家計調査」の調査方法上の問題点（標本世帯の偏奇性，等）をはじめとして，
①指数の基準世帯としての「全国平均消費者世帯」の非現実性（虚構性），②そ
れに伴う，『家計調査」の収支項目分類の特殊性からくる指数品目の「消費支
出」費目への限定とウエイトの偏奇性（家賃のウエイトの低さ等）が指摘されて
いる。特にこれと関係して，指数の基準「世帯」（社会階層）の階層別消費構
造の差異の認識から，階層別消費者物価指数の必要性が指摘されている。
第二の価格調査の問題に関しては，原資料としての『小売物価統計調査」の
調査方法上の問題点（調査店舗，調査員の質の問題等）と個別指数品目（銘柄）の
価格代表性の問題（例えば，家賃に権利金，敷金が含まれていない等）が指摘されて
いる。特に，銘柄変更に伴う品質変化の処理の問題について，品質変化を考慮
せず，銘柄変更に伴う価格つり上げはそのまま個別価格の上昇として扱うべき
であるとの批判がなされている。
第三の指数の総合化（ラスパイレス算式）の問題は，特に消費者物価指数の基
本性格にかかわる問題であるが，基準時点の固定マーケット，バスケット（指
数品目とウエイト固定）による 「基準時加重相対法」に対しては，この算式の固
有の特徴（長所と短所も含めて）でもあるのだが，指数世帯の生活様式と消費構
著しい変化（特に高度成長期の消費構造の急激な変化）を反映していない点， すな
造のわち，価格変化の要因のみが考慮され，指数品目（消費財とサービスの種類）
とその消費量の変化，したがって，そのウエイトの変化が捨象されている点が
批判されている。
近年，消費者物価指数批判は新たなる段階に到達しつつある。それは，労働
講義」青林書院新社， 1971年， 所収論文），伊藤セッ「家計費目分類の理論的検討に
ついて一総理府『家計調査』費目分類の変遷を中心に一」（『北星学園女子短期大学紀
要18」, 1973年）， 「労働者家計の収支項目分類に関する一考察」（『国民生活研究』，
第13巻第2号， 1973年9月）， 荒又重雄「労働力の価値規定の検討（続）」（『経済』，
1974年7月号），参照。
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組合，婦人団体等の国民の側からの政府統計批判が，単に批判にとどまらず，
従来の労組の個別単産，諸団体の生計費調査の経験を踏まえて，ナショナルセ
ンターの総評等が組合傘下の労働者の家計調査を行い，その結果によって独自
な物価指数を試算し，事実をもって政府統計と対決するにいたっていることに
あらわれている。フランスの労働総同盟 (C.G. T.)の政府消費者物価指数批判
と C.G.T.独自の指数作成の試み2)の「経験」を受けて，わが国においても，
昨年10月に春闘共闘委員会の家計調査が実施され，独自な物価指数の試算が行
われている 3)。それは，「政府統計では表わされていないであろう労働者の家
計実態，労働力再生産状態」を明らかにするとともに，同時に，政府の統計そ
のものを改善させる大きな力となるであろう 4)。
2)フランス労働総同盟 (C.G.T.)の物価指数については，伊藤陽一「労働組合等による
物価・家計調査について」（『統計学』， 第28号， 1974年6月）， 『月刊金属労働資料』
誌の紹介「フランス労働総同盟はなぜ物価指数を作成するか」，「公式物価指数にたい
するフランス労働総同盟 (C.G.T.)の批判」（第111号 1973年3月，第115号 1973 
年 7月）等，参照。
3)春闘共闘委員会の家計調査の調査結果は，『労働者の生活実態一春闘共闘第 1回家計
調査報告ー」 (1975年 6月）として発表されており，その家計調査の独自な「収支項
目分類」については， 宮崎礼子「春闘共闘家計調査『収支項目分類表」について」
(「総評調査月報』，第105号， 1975年5月）において説明されている。
4)統計指標研究会の「官庁統計の批判と利用」を中心として論談された「政府統計の批
判と改革」をめぐるシンポジュームで，田沼肇氏は，この春闘共閾家計調査を念頭に
おいて，「賃金要求の基礎データを得るための自主的な調査活動を重視しようと考え
ることは理解できるにしても， とくにナショナルセンターの運動方向は統計活動の改
善についての対政府要求にこそまず照準を定めるべきです。どうも，一部にこの照準
をそらしてしまう傾向があるように思えてなりません」と発言している （『経済』，
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1975年4月号， 234ページ）。労働組合，特にそのナショナルセンターの自主的調査活
動，統計作成活動は，労働者状館の自主的数量的把握によって自らの闘いの武器とな
ると共に，政府の統計内容，政府の統計活動そのものの改善，改革のための武器にも
ならなければならない。われわれは，政府の統計調査，統計作成の諸過程の可能なか
ぎりの公開を要求するとともに，政府統計の審隊機関である行政管理庁統計主幹「統
計審緞会」の民主化を要求しなければならない（政府の「消費者物価指数」の改善，
公開の要求については，前掲の石田望「物価指数』， 143~147ページ，参照）。
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消費者物価指数の批判的検討は，まず第一にこの指数の基本性格，すなわち
指数の対象反映性（いかなる経済現象のいかなる模写・反映なのか）を明らかにす
ることから出発しなければならない。だが，消費者物価指数の基本性格につい
て，統計作成者と統計利用者のあいだに大きな見解の相違がある。それは，一
言でいうと消費者物価指数は物価指数か生計費指数かの論議である。
指数作成者である総理府統計局は，公式には，周知のように指数の性格につ
いて「消費者物価指数は，家計の消費構造を一定のもとに固定し，これに要す
る費用が物価の変動によってどう変わるかを指数値で示したものである。した
がって，消費構造の変化，世帯で購入する商品とサービスの種類や購入量の変
化にともなう世帯の生活費の変化を測定するものではない」5)と説明している。. .. .  . 
すなわち，指数は特定の固定生計費の価格変化のみを測定するものであり，生
計費の変動そのものを測定するものではなく，この意味において，物価指数で
あって生計費指数ではないとされる。それは「私どもの消費者物価指数は，物
価の上がり下がりだけを純粋に測定しようということで作っているわけですけ
れども，一般の人にはなかなか理解してもらえない」という指数作成者の発
言6)に如実にあらわれている。
この考え方の背後には，物価水準の変動（貨幣数量説的意味において，貨幣価値
一貨幣購買力の変動の逆数とされる）の測定は， ケインズ流の「消費指数」 (cons-
umption index)すなわち，「個々人の一定社会は，消費のための財貨とサービ
スとの購入に彼等の貨幣所得」を費やすので，「貨幣の購買力は消費の対象と
しての重要さに従って加重された財貨とサービスの貨幣 1単位が購入する量に
よって測定される」7)という考え方に立っている。総理府統計局の山田氏は，
5)総理府統計局『昭和45年基準 消費者物価指数の改正について』， 6ペー ジ。
6)座談会「将来の消費者物価指数を語る」（『統計』， 1966年11月号）における総理府統
計局消費統計課長（当時）明石頌氏の発言 (2ペー ジ）。
7) Keynes. J. M., A Treatise on Money, vol. 1., The pure theory of Money, 1930, 
p.54. 鬼頭訳「ケインズ貨幣論」（第1分冊）， 66ペー ジ。
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この点について「ケインズは，いろいろの物価水準のなかで貨幣の価値に相当
するものがあるとすればどの物価水準であろうか。それは消費する目的で購入
する一定の商品とサービスに必要な支出であるというのだ。それは，とりもな
おさず消費者物価ということになり，消費者物価指数こそ，もっとも基本的な
物価指数ということができよう」8)と述べている。
それは，物価指数の課題がジェボンズ，エッヂワース，ウオルシュ， I.フィ
ッシャー等の一般物価水準（貨幣の一般的交換価値＝貨幣の一般的購買力）の変動の
測定から，マーシャル，ケインズ，ウィーザー， G.ハーバラー等の個別物価水準
＝特定購買力の変動の測定（貨幣価値ー貨幣の購買力を「経済主体」である国民各人
＝消費者あるいは一定の社会階層＝消費者集団の立場からとらえ， 消費者によって「現
実」に消費される財貨の価格＝小売物価あるいは「財貨とサービスの量」によって測定し
ようとするもの）へと移行したのに対応するものである。9)ここで言われている
物価水準とか貨幣価値とかの内容は，主観価値的意味のものであるが，客観価
値説的には，「貨幣の価値の変動は等価形態に立つ諸々の労働生産物たる商品
（価値物）の使用価値量の変動によって表現されるものであり，物価指数形式は
貨幣価値の変動の指標たり得ない•…••。いわんや労働生産物ではないところの
サービスの価格や家賃を含む消費者物価指数には，貨幣の価値の変動の指標で
はあり得ない」。10)
消費者物価指数，特にわが国の現行の『消費者物価指数』が全消費者世帯
（全国平均消費者世帯）を対象としていることとを理由に，この指数が物価水準
の変動や貨幣価値の変動尺度として利用しうるという考えには問題があるとい
わなければならない。 ところが統計作成者の北山氏は， 「今の消費者物価指数
8)山田隆夫「消費者物価指数の作り方」，『統計』， 1965年4月号， 26~27ペー ジ。
9)この点については，拙稿「貨幣価値と物価指数ーいわゆる「物価指数の経済理論」の
検討ー」，関西大学「経済論集j, 第22巻第3号， 1972年10月，参照。
10)山田喜志夫「物価指数の基礎理論一価値形態論と物価指数一」， 『国学院経済学』， 第
16巻第4号， 1968年3月， 93ペー ジ。
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の対象範囲は，技術的な細部を抜きにして，・・・・・・国民所得統計の消費支出に合
致している。そして“学者の論理”をもてあそぶのでなければ，いわゆるデフ
レークーとしても使える」11)とまで発言している（北山氏は，事柄の本質から理論
的展開しようという試みをすべて“学者の論理”と批難している）。われわれは， 現
行の全世帯対象（全国平均消費世帯）の消費者物価指数が「汎用物価指数」 と称
せられ，指数論の権威者，森田優三氏によって，この指数が「つまり平均的な
もので，何にでも少しは役に立つ，しかし特殊な目的にはビッタリとは役に立
たない。これはやむをえないと思うのです」12)とまでいわれ，全くプラグマテ
ィックな指数の作成と利用が横行していることに厳しい批判をむけざるを得な
い。
そもそも，わが国の消費者物価指数は，森田優三氏が認めているように，第
二次大戦時のアメリカにおける生計費指数論争とその結果としての生計費指数
から消費者物価指数への呼称変更に伴う， 「このアメリカの用語の占領中の直
輸入」なのである 13)。後述するように，消費者物価指数は，本家のアメリカ
の『スティグラー・レポート」における論議，またこの指数の国際的標準化を
11)北山直樹（前総理府統計局消費統計課長）「消費者物価指数とインフレーションー指
数と実感の周辺ー」，『統計』， 1975年2月号， 6ペー ジ。
12)前掲の座談会「将来の消費者物価指数を語る」における森田優三氏の発言 (4ペー
ジ）。
13)森田優三氏は，「提言／物価指数の算式に革新を」（『東洋経済，物価総覧，昭和42年
版』， 35ページ）において，次のように述べている；「第二次大戦中のアメリカでも，
軍需生産の拡大で生活（生産の誤りか一引用者）は大きく伸びたが，国民の消費生活
は当然抑制された。しかし雇用の拡大はこれまた自然に，国民に生活水準の上昇を期
待させた。悪いことに，当時のアメリカの消費物価指数は（戦前の日本でもそうであ
ったが），生計費指数と呼ばれていた。生計費指数というのは，生活水準の指数では
ない。ある水準の生活を買うための費用指数という意味で使われていたのである。だ
が，庶民は生計費という言葉で，標準生活費を連想した。そして，生計費指数の中に
物価の騰貴だけでなく，世間一般の生活水準の上昇のための費用も織り込んで解釈し
ようとした。自然な誤解だったかもしれないが， 誤解はあくまで誤解だったのであ
る。かくして，国会委嘱の専門委員会は，以後生計費指数という用語をやめて，消費
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担っている I.LO.の国際労働統計家会議（特に第2回，第6回，第10回）におけ
る論議をみても，その基本性格＝基本的概念と方法，またその経済理論的基礎
に関して，幾多の見解があり，技術的簡便性ゆえに固定マーケット・バスケッ
トによるラスパイレス算式が支配的に利用されているにすぎず，理論的には未
解決の問題が多々あるようである。最近『エコノミスト』誌上で展開された消
費者物価指数をめぐる加藤•石田論争において，加藤氏が消費者物価指数の
「計算の方法は，細かい点については問題があるとしても， 基本的には， 学
問的な観点から十分に吟味され，国際的に標準化された確固たるもの」14)であ
り，「物価指数と生計費指数は区別しなければならないこと， 消費者物価指数
は同一効用指数として定義されなければならないこと，品質変化にともなって
価格データを調整しなければならないことなど「基本的」な諸点は『学問的な
視点から十分に吟味された確固たる』結論である」15)と述べているのは，国際
的論争をみても，氏の独断といわざるを得ない。「物価指数は物価の生活への
影響を測る尺度としてその必要性のゆえに常識と利用者の相互理解の上に一つ
の約束として算出されているに過ぎないのである」16)という石田氏の反論は歴
史的重みをもっているといえよう。
現行「消費者物価指数」の批判は，当然，指数の基礎に一定の社会層（その
多くは，労働者世帯）の生計費（マーケット・バスケット）の質料構成（指数品目と
ウエイト）がおかれており，その費用の変化（価格の変化）が，この生計費の質
者物価指数という名称を用いることを勧告したのである。 わが国の消費者物価指数
も，このアメリカの用語の占領中の直輸入である」。
14)加藤寛孝「消費者物価指数の素顔は一実感と統計のギャップを考える」，『エコノミス
ト』， 1974年8月6日号， 184ペー ジ（なお， 同論文は加藤寛孝編著『物価変動の認
識」創価大学，第7章に収録されている）。
15)加藤寛孝「生計費指数と物価指数一石田望氏の批判に答える一」， 『エコノミスト』，
1974年12月17日号， 75ペー ジ。
16)石田望「統計における銘柄変更処理の不当性ー加藤寛孝氏に反論する一」，『エコノミ
スト』， 1974年9月17日号， 95ペー ジ。
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料構成によって規制されているがゆえに，当然，この指数が基本的に生計費指
数であるという見解から出発している。山田喜志夫氏は「消費者物価指数は，
一つの基準とみなされる生活（標準的生計）を営むために要する費用の比率と
いう形で計算されるのである。したがって消費者物価指数は生計費指数の性
格」17)をもっているとする。
現行「消費者物価指数」の最も具体的・体系的批判者である石田望氏は消費
者物価指数を「標準家計」の生計費の変動を反映する指数とし，この観点から
「生計費の変動の中から生活程度の変化によるものを除外して物価による変動
だけを抽出した指数を作ることが可能であるかのように考えたことに間違いが
あった」（固定マーケット・バスケット法の否定）とし， 「社会通念としての常識的
な生活様式や生活水準の変化をその中に含めた家計支出額の比を物価指数とみ
なす」より以外に方法はないとし，「標準生計費指数」の作成を提言するにい
たっている18)。
消費者物価指数を生計費指数とみるもう一方の見解は，ヒ゜グー，ボーレーを
先駆とし，コンユース， G.ハーバラー，ボルトケヴィチ， R.フリッシュ，ァ
ルマー等によって展開された主観価値説（限界効用理論）の立場からの消費者選
択の理論（無差別曲線）にもとづく「“真”の生計費指数」 CR.フリッシュ流に言
うと「関数論的生計費指数」）論である。このいわゆる「限界値理論」 の主観的生
計費指数論は，周知のように，「同一の満足度を保障する貨幣支出」あるいは，
「等価性」の比較を目的とするものであるが，その「主観的，心理的な前提条
件」（「好み」と「環境」の同一性の仮定）の非現実性ゆえに， 多くの「精緻」な理
論を構成しながら，結局「効用の可測性」の問題に直面し，現実的有効性を発
揮しえないでいる19)。 「スティグラー・レポート」の「不変効用指数（福祉基
17)山田喜志夫，前掲論文， 93ペー ジ。
18)石田望，前掲著書， 137~138ペー ジ。
19) 「“真”の生計費指数論」（関数論的物価指数論）は，次の文献において，基本的に批
判されている；内海庫一郎「物価指数の意味に関する一考察ーハーバラー説に就い
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準指数）の勧告も， この「“真”の生計費指数」論の系列の上に立つものであ
る。現実に作成されている消費者物価指数は，その「理論的基礎」として，多
かれ少なかれ，この「同一効用指数論」（厳密に，この理論にたつかどうかは別
として）を前提とし，この「“真”の生計費指数」の近似値としてラスパイレス
指数を作成し， 利用している場合が多い（指数の現実の作成過程が，この同一効用
指数論の論理で貫ぬかれていることはほとんどないが）。
以上みたように，消費者物価指数の基本性格と方法については，相異なる幾
つかの見解があり，解明すべき課題も多く残されている。本稿では，考察の対
象を主として消費者物価指数の基本性格，すなわち，対象反映性（いかなる経
済現象のいかなる模写・反映か）の問題に限定し，その基本的概念と方法， その
経済理論的基礎を明らかにすることを課題とする。
第一に，消費者物価指数（その前身の生計費指数）の基本的概念と方法を明ら
かにするために， I.L.O.国際労働統計家会議を中心とする指数の国際的標準
化の変遷をみる。そこでは，消費者物価指数の目的，性格，その理論的基礎と
方法にかんする相異なる諸見解がみられるとともに，現行の消費者物価指数作
成の実務において支配的な概念と方法である 「固定マーケット・バスケット
法」（基準時加重平均法ーラスパイレス算式）の基本性格とその理論的基礎が明ら
かにされる。第二に，消費者物価指数の基本的概念と方法の史的展開を踏まえ
て，消費者物価指数（その支配的方法としての固定マーケット・バスケット法） の対
て一」（『経済論叢』，第45巻，第3号），高崎貞夫「フリッシュの『物価指数論展望」
吟味」（『統計学』，第5号， 1957年6月），「物価指数論にかんする覚え書」（『統計学』，
第20号， 1969年9月）， 「ハーバラーの物価指数論について一限界値理論の基礎と方
法ー」（広島大学教養部紀要Il「人文・社会科学」第5集， 1971年）， 「物価指数論史
ー物価指数論における近代経済学と客観価値説」（佐藤博編著『現代経済学の源流』
講座現代経済学批判I' 日本評論社， 1975年3月，所収）。 JI.C. KaaHaen, TeopuH 
HniJeKCOB (OCHOB邸 eeonpo凶）， llacr&I, I'JJaBa 9. Byp潔yaaaばeTeop皿
HH,!teKCOB, §5 Teop皿 ≪HCTHHHhlX≫HH,AeKCOBCTOHMOCTH lKHSHH, Mocaa, 1963, 
crp. 289~299. なお，石田望，前掲書， 131~136ページにおいても，この指数（同一
効用指数）論が批判されている。
98 
消費者物価指数の対象反映性（岩井） 219 
象反映性，すなわち，消費者物価指数の基礎には標準的労働者世帯の生計費：
（マーケット・バスケット）一この生計費は労働力の再生産費であり，労働力の価
値の貨幣的表現であるーがおかれ，指数はこの標準生計費を維持するに必要な
費用の変化を表現するので，消費者物価指数の労働力価値反映性が理論的に明
らかにされる。
r. 消費者物価指数の基本的概念と方法
-I. L. 0. を中心とする指数の国際的標準化一
各国の統計は，統計の充実とその国際比較の必要上，国際的統計機関によっ・
て制定された統計の概念と方法の国際的基準にもとづいて作成されている。消
費者物価指数（その前身の生計費指数）は，労働統計の国際的標準化の一環とし
て， I.L.O.C国際労働機構）の「国際労働統計家会議」 (1925年の第2回「会議」以
来）を中心として，その概念の明確化， その国際基準の作成の努力がなされて
いる。20)
20)現行のわが国の諸統計は，統計の国際比較のため，国連， I.L. 0. 等の国際的統計機・
関の統計の国際的標準化の一定の基準にもとづいて作成されている（もとより，わが
国の諸統計の歴史的経緯により，その特殊性が附与されるが）。労働統計の領域では，
主として， I.L. 0. の統計機関が各国の労働統計の充実，その国際比較のための統計•
の基礎概念の明確化と国際的基準の確立に努め，その作業の中心となってきたのが，
国際労働統計家会議 (Conferenceof International Labour Statisticians)ー 第1
回(1923年）から第12回(1971年）ーである。各国の労働統計ならびに労働統計の国際
比較の研究には，この I.L.0. の"Bulletinof Labour Statistics"と"YearBook-
of Labour Statistics"を利用せざるを得ない。 I.L.O. の労働統計の国際的標準化の
経緯と成果は，戦前の TheInternational Standardisation of Labour Statistics-
(Studies and Reports., Series N, No. 19, 1934)と戦後の The International 
Standardisation of Labour Statistics (1959)にまとめられており，戦後の分は，
労働省統計調査部「I.L.O.の統計活動」（『労働統計調査月報』， 1966年11月号）に紹；
介されている。生計費指数（消費者物価指数）は，家計調査と実質賃金，生計費の国
際比較の問題と関連して，特に第2回会議 (1925年），第6回会議 (1947年），第10回；
会議 (1962年）において論謡され，「報告」 と 「決議」が行われている。その史的展；
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第二次大戦を通じての資本主義諸国の生活様式，消費構造の急激な変化と諸
物価の急騰は，各国において，労働団体，民主団体を中心とする政府の生計費
指数批判をまき起し，ついに， I.L. 0. 「第 6回国際労働統計家会議」 (1947年）
において，生計費指数から消費者物価指数への呼称変更が国際的に認められ，
その後各国において， 消費者物価指数（アメリカ，西ドイツ，日本等）あるいは
小売物価指数（イギスリ，フランス等）の呼称が使われている。
しかし，消費者物価指数の国際的標準化の成果も，その基本的性格と理論的
基礎の確立において，必ずしも統一的であるとはいえない。それは後にみるよ
うに，アメリカのいわゆる「スティグラー・レポート』 (1961年）における論
議， I.L. 0. 「第10回国際労働統計家会議」 (1962年）の報告 (N)における論
議に端的に表現されている。その第ーは，生計費指数か物価指数かという消費
者物価指数の基本性格にかかわる論議であり，第二は， それと関連して， 消
費者物価指数の理論的基礎としての「経済理論」，すなわち消費者選択の理論
（無差別曲線）にもとづく主観的効用指数論＝「“真”の生計費指数」論の是非を
めぐる論議である。
以下，消費者物価指数の基本的概念と方法の解明に必要な範囲において，そ
の国際的標準化の史的展開を考察しよう。
1. 生計費指数の基本的概念と方法
現行の消費者物価指数の概念と方法は，その前身である生計費指数に関する
I.L.O「第2回国際労働統計家会議」 (1925年）への「報告」と「決議」におい
て，その基本的な部分は定式化されている。21)
開の概要は，第10回「会議」への「報告」 (ComputationConsumer Price Indices, 
1962)にまとめられている。なお，国際労働統計家会議全体の概要は，伊藤陽一「国
際労働統計家会議について」（『統計学』，第26号， 1973年5月），会議の「決議」は，
労働大臣官房労働統計調査部「I.L. 0. 国際労働統計家会議決議集， 第1-10回」
(1964年），参照。
21) I.L.0., Methods of Compiling Cost of living Index Numbers. Report prepared 
for the Second International confer: 暉 ceof Labour Statisticians. Studies and 
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生計費指数 (cost-livingindex numbers)は，第一次世界大戦前から各国にお
いて，その作成が試みられ， 当初は， 「食物価格にもとづく生計費の変動を測
定する試み」がなされ，一般に「小売市場における貨幣の購買力の変動を示め
す目的」で作成された。第一次大戦を通じての諸物価の高騰と労働者の生計費
の急増は，貨幣賃金の調整，実質賃金の算定のため， 「生計費の一般的変動を
示めす指数」（貨幣の購買力指数）の作成への労働者の強い要求をひきおこした。
「第2回国際労働統計家会議」の討論が「生計費指数と実質賃金の国際比較」と
いうテーマでなされたように，生計費指数は当初から，労働者世帯の生計費指
数，すなわち，「賃金の購買力指数」 (indexnumbers of the purchasing power 
of wage)として作成された。それは「スライド制の賃金調整」の手段，実質
賃金の算定手段として「労使の賃金交渉」の重要な資料として使われた。22)
Reports Series N(statistics) No. 6, Geneva, April 1925 (以下， Reportと略す）．
The Seco叫 InternationalConference of Labour Statistics, Committee A, Cost-
of-Living Index Numbers and International Comparisons of Real Wags, 
Studies and Reports Series N(Statistics) No. 8, Geneva April 1925 (以下，
Conferenceと略す）。なお「会議」では，「報告」を受けて，主として，三つの問題．
第一に，生計費指数の目的，概念，方の基本的問題（ここでは，主にこの部分がとり
あげられる），第二に，指数の「適性」 (goodness)を規定する二つの要因， (1)ウエ
イトの正確性（家計調査，消費統計の充実の必要）， (2)価格の正確性（価格調査の充
実）の問題，第三に，個別問題として，「直接税」 (directtaxation)の算入の可否の
問題（この問題は，継続討議とされた）が討議されている。
22) Report, pp. 7~9. なお，アメリカでは，労働統計局によって， まず初めに， 1890~ 
91年の工業労働者の家計調査にもとづいて， 1903年に「食料費指数」 (foodcost 
index)が公表され，それは第1次大戦時まで作成された。全費目を対象とした生計費
指数は,1917~19年の家計調査にもとづいて1919年に賃金労働者と事務職員にもとづ
くウエイトで，都市（大都市）の平均所得の労働者によって購入された財貨とサービ
スの購買リスト（マーケット・バスケット）の価格の時間的変化を測定する指数とし
て作成され，基本的には，第二次大戦時まで継続された (Cf,B. D. Mudgett, Index 
Numbers, 1951, Chapter 9, pp, 96~121)。イギリスでは，最初， 1904年の労働者の
家計調査にもづいて，小売物価指数 (indexof retail prices)が， 1914年まで続け
られたが，より包括的な生計費指数は,1914年の家計調査にもとづいて，労働者階級
の家計の標準的生活を維持する費用の変化を測定する指数として作成され， それは
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1)生計費指数は，一般に「労働者の生活標準 (standardof living)を不変
的に維持する費用の変動を測定する原理」28)にもとづいて作成される。生計費
指数の基本的方法について，「生計費統計に含まれる品目と数量が決定される
と，指数は，一般にこれらの品目と数量に基づいて計算される，そこでの品目
と数量は異った時点でも不変とされ，唯一の可変的要素は，含まれる品目の単
位の価格である。いいかえると，指数は，もし貨幣の購買力のみの変化を示め
すものとされるならば，固定された標準が必需であるような固定生活標準の費
用の変化を示めす」24)ものとされる。そして，この指数の期間（指数品目とウエ
イトが固定されている期間）の長さは，「主にそれが基礎をおいている品目と数量
が現実の消費を代表している範囲によって決定される」25)ことが指摘されてい
る。
このように，「家計支出調査」によって，基準時点の標準世帯の生計費の構
成を代表する指数品目とウエイトが固定され， その固定生計費の費用の変化
（価格の変化）を測定する指数が生計費指数とされる。そこでは，生計費の変
動のうち，価格要因による生計費の変動のみが測定対象とされ，他の要因（消
費構造の変化に伴う消費財の種類やその消費量の変化等）は不変とされている。 これ
がいわゆる「固定マーケット・バスケット法」といわれる方法である。
2)指数の基礎におかれる特定の社会階層（標準世帯）の家計支出に占める
品目とウエイトの選択は，「家計支出調査」~態生計費調査）にもとづく 「標準
1947年まで継続した (Cf.,Gides to Official Sources, No. 1 Labour Statistics, 
1950, pp, 14~16. Ely Devons, An introduction to British Economic Statistics, 
1956, pp, 183~185)。
23) Conference, p. 8. ここでいう "Standardof living"は，『報告」の説明では「生
活水準」（一定のあるべき生活の水準）を意味するのではなく，現実の消費にもとづ
く「生活の“費用”」 ("cost"of living), すなわち実態生計費の反映であるとされ
ている (Report,p. 9)。
24) Report, pp, 25~26. 
25) Repart, p, 26. 
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支出法」 (Thestandard budget method) あるいは「家計支出法」 (Thefamily 
budget method)によって行れる。26) 「決議」 は「現在の消費統計が不十分で
あるのにかんがみ，各品目および各品目に対するウエイトの最も完全な決定方
法は，一定期間中における多数の世帯について平均支出金額を調べ，その結果
としてえられた標準的な家計支出に基づいて行なう方法である」27)と述べてい
る。指数品目は，エンゲル（正確にはライト）以来の伝統である五大費目「食料，
被服，光燃，地代，および雑費」を含まなければならず， 「各費目とも最も重
要な消費品目，特にその中に包含されない商品の価格変動をもっともよく代表
すると考えられる商品を包含すべきである」とされる。
また，「費目中の品目と各費目間の消費に占める相対的重要さに従ってウエ
イト」が決定され，多くはこの 5大費目の総支出に占める比率によってウエイ
トが算定される。28)そして「多数の国々では，生計費指数の作成に使用される
ウエイトは，一般に労働者階級の世帯あるいは工業地帯に生活する労働者階級
の消費支出調査にもとづいている。工業地域の労働者の支出の主要品目にもと
づく生計費指数は，消費者の大きな割合を代表するような労働者にとって，一
定の意義をもっている。またこのような指数は，これらの労働者の賃金率の調
26)なお，指数品目とウエイトの選択法として注目されることは，この現実の実態生計費
調査にもとづく「標準支出法」（家計支出法）のほかに，「理論的支出法」 (thetheor-
etical Budget method)が考えられていたことである。 この「理論的支出法」は，
前の方法が， 一定期間の現実の消費にもとづいているので， 「消費習慣あるいは利用
しうる商品に急激な変化のあるとき」に，その方法によるウエイトは「現実の消費を
代表することを止める」ことになるので，この困難を解決する方法として考えられ，
それは種々の食物商品の栄養上の価値がカロリーで表現され，人間の生活，健康を維
持する最小祉 (minimumquantity)とされ，それにもとづいてウエイト，品目を選
択する方法である。「最低生活」の理論生計費ともいいうる方法であるが， その算定
上の困難さから，現実には余り利用されなかった (Cf.,Report, pp. 22~23)。
27) Conference, Apendix 1, Resolutions adopted by the Confence, pp. 69~70. 前
掲『決議集』， 7ペー ジ。
28) Conference, ibid, p_ 69. 同上， 6ペー ジ。
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整のための使用に特に妥当する」29)とされている。 「決議」も「一般工業労働
者の消費に基づくウエイトを使用して算定した一連の全国的な指数は，これを
発表しなければならない」80)としている。
また同時に，社会階層ごとに「消費された品目と数量の価格運動」が異なる
ことから，「労働者階級と他の階級」あるいは「異なった所得グループの労働
者」（例えば，専門的労働者と公務員， Proffessionalworker and civil servantと筋
肉労働者， manualworker)の階層別生計費指数の作成の必要性が指摘されてい
る。81) 「決議」も「異った地域により，あるいは労働者階級の異った部門ごと
に経済的条件の顕著な差異が認められる国においては，これらの地域および階
級別に別個の指数を発表することが望ましい」82)としている。この点は，今日
問題となっている階層別物価指数の必要性が当初から指摘されていたことに注
目する必要がある。
また，指数算式すなわち指数品目ごとの個別価格指数から全指数品目の総合
指数を作成する方法は，多くの国々では，一般に個別価格の変動を基準時のウ
エイトで加重平均する 「固定基準システム」 (thefixed based system)の「加
重算術平均」 (theweighted arithmetic average)すなわち「ラスパイレス算式」
が使用されていることが指摘されている 88)。
以上の如く，現在支配的に使用されている「固定マーケット・バスケット
法」（ラスパイレス算式）による消費者物価指数（生計費指数）の基本的概念と方
29) Report, p.17。
30) Conference, ibid, p. 69。前掲書， 6ペー ジ。
31) Report, p. 18. 脚註において「勤労者に関してさえ，“平均• (average)世帯の消費
された財貨の差異と世帯の規模の差異を考慮に入れた個々の事例には，満足すべきも
のでないことが注目される。それらは，消費が平均よりかなり差異がある特定の産業
あるいは地域の世帯に適用する場合にも不満足である」ことが述べられており， 「全
国平均消費者世帯」（全国平均の消費構造）の「虚構性」が「生計費指数」の当初か
ら意識されていたことがわかる。
32) Conference, ibid, p. 69. 前掲書， 6ペー ジ。
33) Report, pp. 41 ~44。
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法が既に 1925年時点で国際的に明らかにされていたことに注目する必要があ
る。
2. 生計費指数から消費者物価指数へ
大二次大戦を通じて，資本主義諸国における生活様式と消費構造の急激な変
化と戦時インフレーションの高進は，戦前基準の各国の生計費指数の現実との
背離を拡大し，賃金調整手段（賃金エスカレーター）としての生計費指数に対す
る労働団体，民間諸機関の批判を招くにいたった。特にアメリカにおいて，政
府当局（労働統計局）と労働団体との間の生計費指数論争に発展し， その批判
は生計費指数の作成方法から生計費指数の基本的性格にかかわる諸問題にまで
及び，遂に政府当局は，生計費指数を消費者物価指数 (consumer'sprice index) 
と呼称変更するにいたった。 I.L. 0. も戦後の各国の動向を踏まえて， 1947年
に「第 6回国際労働統計家会議」開催し，消費者物価指数への呼称変更とその
概念と方法の国際的標準化を行った。
1)アメリカの生計費指数論争84)は， 1943年から 1945年にかけて行われた
が，その主要な論争は労働者側 (AFL.CI 0)のミニー・トーマス (G.Meany 
and R. T. Thomas)の政府生計費指数批判と労働統計局 (BLS)の反論であっ
た。労働者側の生計費指数批判の主要な論点は，以下の点にあった； 85) 
34)この生計費指数論争の簡単な経緯は， Theconsumers'price index, Report of the 
Joint Comittee on the Economic Report on the Consumer's price index of the 
Unitet State Bureau of Labour statistics, Washington, 1949の Introduction
(pp, 1~3)に載っている。また， Mudgett, Index Numbers, 1951, pp. 126~129 
においても簡単に説明されている。 C.M. HHJCHTHH, 3KOHO.MU平c,cueuHae,ccbl e 
,canuma.lZ邸 m邸 c,cuxcmpaHax, MoCKBa, crp. 104~137においても， TheFacts 
About High living Costs, New York, 1951の資料にもとづいて，この論争に言及
している。当時の資料の入手の困難さから，論争自体を資料的に検討することができ
ないが，若干詳しい内容の紹介と検討は，松村一隆「消費者物価指数について」（『愛
知大学法経論集」経済篇，第58号， 84~86ページ）みられる。松村氏は， TheInter-
University Case Program Cases in Public Administration and Policy For-
mation, CP AC case studies, The Attack on the Cost of living Index by Com-
mittee on Public Administration Case, 1952に依拠している。
35) Mudgett, op. cit, p. 128. 
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T(l)労働者家計にとって重要な，しかも，指数には含まれていない価格が指数
に含まれている価格よりもより高く上昇したこと（これは，もし本当なら，サン
プルの代表性が不良であることを意味する）； (2)食糧消費の特徴（性格）の移行(shift)
は，食糧ウエイトに反映されていなかった； (3)指数は，市場に生じた品質の低
下を反映しなかった；最後に， (4)34の都市の指数は，すぺての都市地域を正し
く代表していなかった；また選ばれなかった地域は，戦時の変動によって最も
影響を受けた地域中にあったこと」。
これらの批判に対し，労働統計局は，それが基本的には生計費指数概念のあ
いまいさとその誤解にあるとし， 1945年に生計費指数を消費者物価指数へと呼
称変更した。この呼称変更の理由と消費者物価指数の基本的概念と方法は，労
働統計局 (BLS)の依頼でBLSの生計費指数の評価と検討を行ったアメリ
カ統計協会特別委員会（ミルズ委員会）の報告 (1943年）と議会の「経済報告に
関する連合委員会の報告」 (1949年）において説明されている。 1
ミルズ委員会は，生計費指数の基本的性格について，次のように述べてい
る；
「まず第一に，生計費指数は，そのために作られた制限内においては，財貨と
サービスについて，消費者によって支払われた価格の変動の信頼できる尺度を
与えること。第二に，指数に関して起っている困難と疑惑の多くは，指数が適用
されない目的に無批判に指数を利用しようとする試みにその原因がある」。36)
そして，この指数への批判，または，その使用上に生ずる困難の多くは，「“生
計費• ("cost of living")」という用語のあいまいさから生まれる。 日常的用語
では，世帯が消費財とサービスを費やす総量としての生計費は， その財貨と
サービスの単位価格の変動，戦時における生活様式 (mannerof living)の変
化， また世帯の所得の増大等々の幾つかの異った要因によって変化する。 し
36) An appraisal of the U. S. Bureau of Labour Statistics Cost of Living Index, 
By a Special committee of the American statistical Association. Journal of the 
American Statistical Association, Vol. 38, December, 1943, p. 388. 
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かし，「専問的統計用語において使用されているように，“生計費”という用語
は，家計支出を決定する諸要因の第一の要因，すなわち単位価格にだけ適用さ
れている。生計費指数は， この一つの要因だけを測定するように作られてい
る。••…·指数の批判が直面している困難の多くは，それが小売価格の変動のみ
を測定するように企画されていることを忘れ，…•••それが適合しない目的のた
めに，それを使用しようとすることから生じている」37)とされる。すなわち，
生計費指数はその日常的用語から受ける意味では，生活水準の変化に伴う特定
集団の生計費そのものの変動を表現する指数と誤解されやすいが，生計費指
数の目的は標準世帯の購入した財貨とサービス（固定マーケット・バスケット）の
「単位価格の変化から生ずる家計支出の変化のみを測定」38)するものとされる。
ここに，後に生計費指数を消費者物価指数と呼称変更した理由があった。
1949年の「経済報告に関する合同委員会」の「報告」（「アメリカ合衆国労働統
計局の消費者物価指数」）は，生計費指数論争， ミルズ委員会答申等を総括し，消
費者物価指数の目的，概念，方法を次のように整理している 39)。
(1)指数に対する「誤解」の多くは，指数に関連する“生計費”の用語の使用
において生じる。「この指数は，生計費に含まれている諸要因の中で， ただ一
つの要因すなわち価格のみを測定する。指数についての最も正確なタイトルの
一つは， 10年以上も前に適用された "1934~36年における賃金労働者と低サラ
リーの事務職員によって購入された財貨とサービスの費用の変化”である。不
幸にも，このタイトルは日常の使用に不便であったので，馴みの“生計費”指
数に縮められた。この混乱の継続の結果，幾つかの研究は，指数の一層適切
な，短い名称を与える必要を指摘した。最近のタイトル“大都市における平
均所得世帯の消費者物価指数• (Consumers'Price Index for Moderate Income 
37) Ibid, p, 389. 
38) Ibid, p. 389. 
39) The Consumer's Price Index, Report of the Joint Conmittee on Economic Report, 
Washington, 1949, p, 3. 
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Families in Largecities)は，この結果採用された」。 (2)「一般に，現在の消費
者物価指数の目的は1919年に労働統計局が初めて，都市（大都市）の中位の所
得の消費者によって購入された財貨とサービスの買物リスト (shoppinglist), 
または固定マーケット・バスケットの価格の時間的変化を表わすために，賃金
労働者と事務職員の消費にもとづくウエイトで，個別都市指数を公表したのと
同じである。財貨とサービスの種類と数は，一定期間中不変とされる。それ
故，指数は含まれた財貨の変化のみを反映する。指数は，主に世帯（家族）の
所得がいかに変化するかに依存している総家計支出 (totalfamily expenditure) 
を測定しようとするものではない。」すなわち，消費者物価指数は，「物価のバ
ロメーター」であって，「生活に費いやされた世帯の総支出の変化を測定する
ものではない」。何故なら，「世帯の支出は，物価変動のみならず，世帯が生計“
を営む所得とか，生活様式とかに依存している」40)からとされる。
2) I. L. 0. 「第 6回国際労働統計家会議」 (1947年）は，戦後の各国における
生計費指数の評価と検討41)を踏まえて， 生計費指数から消費者物価指数への
呼称変更と消費者物価指数の国際的標準化を行った。
(1)アメリカ，イギリス等における「消費者物価指数」 (consumer'sprice index) 
あるいは， 「消費財の小売物価指数」 (indexnumber of retail prices of consu-
mer'goods)への呼称変更は， 「“生計費• ("cost of living")なる用語がしばし
40) Ibid, p. 1. 
41)なお，イギリスでは，アメリカと同様に，戦後の物価上昇と消費生活の急激な変化に
よって，生計費指数の現実反映性が問題となり， 1947年に「生計費諮問委員会」の9
「中間報告」が公表され，「委員会の鏃論は社会の一部門の不変的生活水準を維持する
費用の変化を測定することを目的とした指数の完全な概念は大いに問題であり， “生◆
計費”指数 ("cost-of-living"index)と書くことは， 不適当であり， 誤解をまねき
やすいという結論に達した」とし，一定の社会階層の「小売物価の変動を測定する」
指数を作成すべきだあると 「勧告」 している (United kigdom Cost of Livin[J" 
Advisory Committee, Interim Report., I. L. 0., Cost-of-Living Statictics, 1948. 
Appendix I, pp. 55~56)。以後，イギリスでは，小売物価指数 (indexof retail 
price)の用語が使用されている。なお， E.Devons, op. cit., pp. 180~184, 参照。
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ば価格変動よりもほかの原因による生計費の変化を含むと解釈されているとい
う理由にもとづいて行なわれた。…•••この明確化は，もちろん多数の国々で採
用されている生計費指数の一般的概念の延長線上にある；指数は適当なウエイ
トによって指数が関連する特定集団の財貨とサービスの小売価格の変動を測定
しようとするものである」42)とされる。
この点について，この報告を用意した I.L.O.事務局は，次のように提案し
ている；「特定集団に関する小売物価指数の性質と使用の理解を促すために，
“生計費指数”という用語は，このような指数に関して，指数が適用される特
定集団に関する『小売物価指数」 ("retailprice index")あるいは，『消費者物
価指数」 ("consumerprice index") の用語に置き換えられるべきである」。48)
「会議」では，次の決議が採択されている；「「生計費指数』という用語は，正
当には，「生計価格指数」 (priceof living index), 『生計費価格指数」 (cost-of 
living price index) または『消費者物価指数』 (consumerprice index) という
用語に置き換えられるべきである。」44)
生計費指数が特定集団に関する固定生計費（固定マーケット・バスケット）の
価格の変化を測定するという意味において，ここでいう「生計価格指数」，「生
計費価格指数」という用語は，その基本性格を相対的にリアルに表現したもの
と言えよう。消費者物価指数 (C.P. I)という用語は，この点において， その
内容を正確に表現したものと考えられず，逆に，生計費指数本来の意味を歪曲
する危険性があった。その後における C.P.Lをめぐる生計費指数か物価指数
42) I. L. 0., Cost-of-Living Statistics, Methods and Techniques for the Post-war-
Period. Report prepared for the six International Conference of Labour 
Statisticians, Montreal, 4-12 August, 1947, p. 3. 
43) Cost-f-Living Statistics, p. 3. 
44) Resolution concerning Cost-of-Living statiistics Adapted by the sixth Interna-
tional Conference of Labour Stat心ticians(Montreal, August 1947). The 
Intenational Standandisation of Labour Statistcs, IV Consumer Price Index, 
Geneva, 1959, p. 79. 前掲「決議集』， 41ペー ジ。
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かの論議も，一つはこの点に由来しているといえよう。
(2)生計費指数の目的は，「二つの一般的類型一異なる時点の生計費の比較と
異なる場所の生計費の比較」を含んでおり，生計費指数の対象は，小売物価の
変動，あるいは，その差異一生活標準あるいは生活水準の差異ではない一」に
あるとされる。生計費指数は「消費財の小売価格の時間的変動の測定」を目的
とするとされ，その基準となる「価格づけられた財貨とサービスのリスト」の
選択は，原理的には「特定の種類の社会における一定の経済グループの消費水
準を代表」するものとして行われる。従って，そこでは，各経済グループの消
費水準を対象とする「家計研究」 (family-livingstudies)が重要な課題とされ
る。45) 「決議」では，次のように述べられている；「(l)(a)生計費指数の目的は，
一定の生活水準に関する小売物価の時間的変化を測定することにおかれるぺき
である。 (b)これは実際には，本指数が，一定の消費形態に関する小売物価の変
動を測定すべきことを意味する」。46)
すなわち，基準となる「一定の社会における一定の経済集団に関する消費水
準」の「小売物価の時間的変化」の測定が生計費指数の目的とされている。そ
して，生計費指数の目的は基準となる「消費水準を規定する方法」とともに変
わるものとされ，①「過去の消費水準」と②「現在の消費水準」が考えられる。
① 「戦前の消費水準は生活水準が規定される原理的方法の一つ」であり，
「戦前の基準時に相当する固定支出 (fixedbudget)の変化を測定するものとさ
れる。47)いわゆる「固定マーケット・バスケット法」がこれがあり， 「決議」
では，次のように述べられている；「(a)特定年次または特定期間における消費
形態を変動せしめることなく，生活費の変動を測定する」48)。
③ 「一定の経済集団の現在の消費水準の費用」の変化の測定を目的として，
45) Cost-of-Living Statistics, p, 6. 
46) Resolution, op. cit., p. 7. 前掲『決議集』， 38ペー ジ。
47) Cost-of-Living Statistics, p, 7. 
48) Resolution, op. cit., p, 7. 前掲「決議集」， 39ペー ジ。
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技術的には「第一に，現在の消費水準を代表する財貨とサービスの固定支出が
戦後の消費水準の費用の変化を表現するために，今年の前後の時期で価格づけ
られる」方法，あるいは「第二に，財貨とサービスの支出は，現在の消費と可
能なかぎり厳密に対応するように，その時点時点で変えられる」方法がとられ
る49)。後者の場合には連鎖指数 (chainindices)の方法が利用される。「決議」
では，「(b)消費形態の変化に応じてウエイト表を変化させながら，最近の消費
形態を用いて物価の変動を測定する」50)と定式化されている。この「現在の消
費形態」を基準とする連鎖指数は，後にイギリスの消費者物価指数（小売物価
指数）の算定に採用された。51)
(3)生計費指数は，「一定の経済集団の消費水準」に関する 「小売物価の時間
的変動」を測定する手段なので，その基準となる指数世帯（いかなる経済集団の
代表か）の選択が重要な課題となる。生計費指数の基本的役割が「購買力を維
持するための賃金の変動」，すなわち，「実質賃金の変動の変動」を明らかにす
ることにあるので，生計費指数の標準世帯（階層）は，普通「賃金取得者と事
務労働者」 (wage-earnersand clerical workers), すなわち，労働者の「平均的
所得世帯」 (moderateincome families)の「集団」（階層）であるとされる。
このほか，人口の「経済集団」（階層）の他の特徴（標識）に応じて， 高所得
者層としての「サラー雇用者あるいは公務員」 (salariedemployees or officials), 
「農民 (farmers)」（農民とその家族のみならず，農業労働者と小作人も含まれる），等
の階層別生計費指数，また大都市（主要都市），中都市，田舎の地域別生計費指
数の必要性が指摘されている 52)。「決議」においても，次のように述べられて
49) Cost-f-Living Statistics, p. 7. 
50) Resolution, op. cit., p. 78. 前掲『決議集』， 39ページ。
51) U. K. Ministry of Labour, Cost of Living Advisory Committee, "Report on 
Revision of the Index of Retail Prices", Comnd 1657, H. M. S. 0., London, 
March, 1962. なお統計研究会「英国労働者小売物価指数改正に関する報告書（訳）」
1966年1月，参照。
52) Cost-of-Living Statistics, pp. 14~16. 
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いる；「(5)(a)できれば，各種の経済的および社会集団別， 地域別， ならびに家
族型態別に別々の指数を作成すべきである」58)。
このように階層別（地域別）物価指数の必要性は，「第 2回会議」以来，一貫
して指摘されているが，同時に，「報告」では総人口にもとづく指数の作成も
指示され，「これらの集団の生計費指数に加えて，総人口についての包括的指
数が用意されるべきである。この指数の本質的特徴は，価格が総消費者の購買
によってウエイトづけられることにある」54'述べられている。「報告」 におい
て事務局は「個別価格指数は，適当な価格系列とウエイト表を使って，都市と
田舎の人口の最も重要なグループと総人口についての生計費の時間的変化を測
定するように作られるべきである」55)と提案しているが，その根拠も明示され
ておらず，「決議」にもこの総人口指数は採用されていない。
また， 『会議』では指数作成上の具体的問題としては，特に価格調査の方法
がとりあげられ， 「調査員の訓練」 (trainingof personal)の必要性， 価格調査
法として「価格照査法」 "checkpricing" (異なった調査員よりえられた2つの価
格をつけ合わせて確かめる方法），あるいは「購買照査法」 "purchasechecking" 
（価格を測定すべき商品を実際に購入する方法）の使用が勧告されている 56)。これ
らの方法は，現在においても考慮さるべき方法である（特にわが国の現行の「小
売物価統計調査」の問題点を考えると）。
53) Resolution, op. cit., p. 78. 前掲「決鏃集』， 38ペー ジ。
54) Cost-of-Living Statistics, p.17. 
55) Ibid, p. 18. なおこの総人口にもとづく生計典指数は，事務局の指摘によると，第2
回会簸の「決謡」における "separateindex numbers should be published for 
each of the groups and general index numbers for al the groups combined" 
の文章によるとされているが (P.18の脚註1), この文章の "group"というのは前掲
の邦訳「決厳集」にみられるように，指数の“費目” （食料，被服等々 ） を意味する
ものであり，人口“集団”を意味するものではなく，事務局の誤解にもとづくもので
ある。
56) Cost-of-Living Statistics, pp. 23~24. Resolution, op. cit., p. 78. 前掲「決簸集』，
40ペー ジ。
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3. 消費者物価指数の経済理論的基礎
233 
前述のように I.L. 0. 「第 6回国際労働統計家会議」において，消費者物価
指数の基本的概念と方法の国際的標準化が一応行れたが， 1950年代に入ってか
らの世界的なインフレーションの進行は，各国において貨幣の購買力の一般的
指標，労働協約における賃金エスカレーション等の手段としての消費者物価指
数への大きな関心を呼び起し，その基本的性格，計算方法について多くの論議
をまき起した。
I. L. 0. 「第9回国際労働統計家会議」 (1957年）において， I.L.O. 事務局理
事会は，これらの事情を前にし，事務局に対し，「消費者物価指数の問題が以
前の国際労働統計家会議，とくに1947年の第6回会議で考慮されたが，この分
野における多くの問題は依然末解決であることを想起し，……(1)指数による消
費者物価測定の理論的，実際的側面を研究する。たとえば，支出の型，季節的
物価変動，店舗および品目の選定，品質の変化等」57)の検討を要請した。
これを受けて， 1962年の「第10回国際労働統計家会議」に報告「消費者物価
指数の計算（特殊問題）」58)が用意され， I.L. 0. を中心としての消費者物価指
57) I. L. 0. Ninth International Conference of Labour Statisticians, Geneva, 1957, 
pp.87-88. 前掲「決議集』， 117ペー ジ。
58) I. L. 0., Computation of Consu, 加rPrice Indices (special problem), Report 
prepared for the Tenth lnternativnal Conference of Labour Statisticians, 
Geneva, October 1962. 
この「報告」では，第1に， I.L.O.を中心とする消費者物価指数の歴史的変遷を総括
し，第2にこの指数の「概念的構造」（基本的概念と方法） を明らかにし（この部分
が本稿の主たる対象とされる），第3に，「機能的構造」の諸問題（指数作成上の技術
的諸問題ーカバレッジ，指数ウエイト，品目の標本，価格収集，季節変動の調整，保
険と租税の取扱い，指数計算）に検討を加えるとともに，最後に特に問題となる諸論
点，例えば，品質変化の処理，耐久財の取扱い，住宅，利子，保険，租税の項目の指
数品目への組み入れの問題等々を詳しく検討している。第10回『会議」は，この「報
告」の諸問題を検討し，指数作成上のより立ち入った「決議」をしている。その特徴
的な点は， (1)ウエイトの改正は，消費パターンの重要な変化とともに行うべきこと，
(2)ウエイトの妥当性は，販売統計，個人消費支出に関する国民経済計算，サンプルに
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数の歴史的変遷，その理論的，実務的諸問題が体系的に論議され，指数作成上
のかなりたち入った問題について「決議」がなされた。この間，主要資本主義
国において，消費者物価指数の改訂が試みられ，ィギリス，アメリカ，カナダ
等59)においては，消費者物価指数の根本的，体系的検討が加えられた。
その中で，指数の理論上の諸問題を体系的に検討したのは，周知の『スティ
グラー・レポート」 (1960年に全米経済研究所物価統計検討委員会が予算局統計基準部
の委託に応じて作成した報告書『連邦政府の物価統計』 (G.J. Stiglerが委員長であった
ので，『ステイグラー・レボート」と呼ばれる）80)であった。「第10回国際労働統計家
よる家計消費支出調査によって絶えず確認されるべきこと， (3)指数の基礎資料として
の家計調査（世帯規模，所得水準，地理的気候的差異，社会的経済的集団とのほかの
消費パーターンに関係ある要因の調査の必要性）と価格調査の精度を高めること， (4)
全人口を含む各人口集団の消費をあらわすように，家計調査，価格調査の対象を拡大
すること（全人口を対象とする総合消費者物価指数の作成の指示）， (5)指数品目に住
宅の項目，消費者の財産の保険費用の変動を含めるべきこと，にある。
また，今後，継続的研究の必要とされる問題として，次のことが指示されている； (a) 
品質変化の影響を除去する方法と新商品の組み入れ， (b)価格および消費の季節的変動
により生ずる問題， (c)住宅を含め，耐久消費財のウエイト作成と価格収集に用いられ
る概念と方法， (d)租税の取扱い， (e)利子およびある種の保険のとり扱い， (f)異なれる
ウエイトの価格指数系列をリンクする方法（前掲 r決議集』， 121~125ペー ジ，参照）。
59) Cf., (1) U. K. Ministry of Labour, Cost of Living Advisory Committee, "Report 
on Revision of the Index of Retail Prices" Cmnd. H. M. S. 0., London, March, 
1962. (2) U.S. Goverment Price Statistics, "Hearings before the Subcommittee 
on Economic Statistics of the Joint Economic Committee, Congress of the 
United States" (87 th Congress, First Session), Part I (24 January 1961), 
I[ (1-5 May 1961) and Il (21 July 1961), U. S Goverment Printing Office, 
Washington, D. C., 1961., (3) Dominion Bureau of Statistics, "The Consumer 
Price Index for Canada" (Catalogue No. 62-518), Ottawa, March, 1961. 
なお， (1)の文献は，統計研究会「英国労働者小売物価指数の改正に関する報告書（訳）」，
(1966年1月）で翻訳されている。 (2)の「ステイグラー・レボート」は， その Part
I (第1部） のみが日銀統計局， 統計研究資料， 第18号「連邦政府の物価統計ー検
討，評価および勧告ー」に翻訳されている。『スライグラー・レポート」の原資料は，
高木秀玄教授のご厚意により，利用させていただいた。
60)『連邦政府の物価統計」 (U.S. Government Price Statistics), 略称「ステイグラー
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会議」における消費者物価指数に関する「報告」は，これらの各国の研究を踏
まえて行われた。
1)「スティグラー・レポート」は，「固定された商品・サービスのマーケッ
ト・バスケットにもとづいて，一定の生活水準の価格変動を測定するもの」と
される C.P. Iに・対し， 「実際に測定されているものが， 固定された 1組の
消費財とサービスのコストではなく，むしろ一定不変の効用水準を維持するた
めのコストである」という立場から，「効用を基準とする物価指数」 (utility-based
price index), すなわち，「不変効用指数 (constant-utilityindex)」提唱する 61)。
C. P. I. における固定マーケット・バスケット方式は， 「新製品の出現，現
製品の品質変化，消費者の嗜好の変化および商品・サービスの相対価格の変化
のない社会」では， それが「（個別の家計または平均的世帯にとって）一定不変の
効用水準を維持するためのコストを反映する」という意味において，一定の有
用性をもつが，これらの諸要因の変化が存在する現実においては， 「もはや厳
密に固定されたマーケット・バスケットによる接近法が，価格変動の消費者に
対する影響を測定する現実的な尺度を提供するとはいえない」と批判するい） 0,
・レボート』 (StiglerReport) では，政府の物価統計（消費者物価指数，卸売物価~
数，農家受取・支払物価指数，輸出入物価指数， 建設物価指数）が全面的に検討さ
れ，消費者物価指数 (C.P. I.)については，「効用基準指数」（福祉基準指数）一その・
理論的基礎は「“真”の生計費指数」論であるが一一・の立場から，「固定マーケット・
バスケットの CPIは等しい価値のマーケット・バスケットのコストの上昇を過大評
価することになる」 (Ibid,Part I, p. 52. 日銀「連邦政府の物価統計』， 30ペー ジ）
として「固定マーケット・バスケット法」を批判し， ウエイト基準改正の頻度の増
大，銘柄指定方式の検討と単価方式（銘柄指定の緩和と指定を満足する相当数の商品
の平均単位の採用）の採用，品質変化の処理方法の改善（例えば，ヘドニック法の検：
討），新製品の指数への取り入れ，物価指数の構成要素への標本抽出法の適用の検討，
耐久消費財と抵当金利の取扱い等を勧告するとともに．指数の対象範囲の拡大（指数
世帯の特定人口階層から全人口への拡大）を提案している。
61) U. S. Government Price Statistics, Part I , p.51. 日銀『連邦政府の物価統計』，
29ペー ジ。
62) Ibid, p. 51, 同上， 29ペー ジ。
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そして，「現行の C.P. I. は，表向きはこの意味での効用基準指数ではない。
BLSは，この C.P.I.のことを単に，賃金・給料所得者の世帯という特定人
口によって消費される商品・サービスの平均的価格の変動を測定する物価指数
だと説明している。しかし，これら300以上の商品・サービスの結合するウエ
イトが家計支出パターンから導き出されているという事実は， CPIが当然そ
うであるべきように，効用基準指数に接近するように設計されていることを十
分に物語るものである」63)と説明している。
同委員会（物価統計検討委員会）の委員長，シカゴ大学教授 G.J. スティグラ
- (stigler)は，このレボートをめぐるアメリカ議会の連合経済委員会の経済
統計部会の公聴会で次のように述べている；「物価統計検討委員会は， C.P.I.
を不変的福祉的消費水準指数 (constantwelfare level of consumptionー クラーグ
博士が生計費指数と呼んだもの一ー）に接近するように作成するように強く勧告し
ている。．．．…委員会の見解の理由は簡単である；経済がわれわれに語る指数は
労働者あるいは，一般には人口の福祉の測定に関係し，満足の一定水準のコス
トを測定する指数である。労働者の年奉が4,500ドルから5,000ドルに上ったと
仮定しよう；他方指数は90かう100に上昇したとすると，“デレレートされた”
賃金は変わらない。もし，この指数が生活水準の変化を含んでいるとすれば，
ー恐らく，財貨の品質の改良が無視されているので，大きく上昇するか，ある
いは耐久消費財の不正確なウエイトによって，ほとんど上昇しないかー，われ
われは，労働者がより良くなったか悪くなったのかを簡単に知ることはできな
い。 BLSはこのことに十分気付いている。クラーグ氏は“よく維持された物
価指数 (well-maintainedprice indxe)は，生計費指数への良い近似であること
が認められる”と語っている。私は，これが認められたことを知らないが，こ
のことは， C.P. I. が何のために使用されるかのポイントである。」64)
『スティグラー・レボート」は，「“真”の生計費指数」（不変効用指数ー福祉基
63) Ibid, p. 52, 同上， 30ペー ジ。
64) Ibid, Part IT, p. 531 ~532。
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指数）にできるだけ近い「指数を計算する」という立場から，「福祉基準指数」
の方向に C.P. I. を修正するように勧告している。指数作成の技術的諸問題，
すなわち，ウエイト基準改正の頻度の増大（できれば， 5年毎），価格調査法とし
ての「単価方式」の採用，品質変化の処理，新製品の早期とり入れ，標本抽出
法の指数への適用，耐久消費財の取扱い等について勧告するとともに，指数の
対象範囲の拡大を提案している。後者の指数世帯の特定人口階層から全人ロヘ
の拡大について，「スティグラー・レボー」は，「全人口を対象とする包括的な
消費者物価指数こそ，われわれが基本的に必要とするものである。この指数こ
そ，国民全体の福祉の変化を測定し， インフレーションを測定する（したがっ
て財政金融政策の指針となる）のに適切な指数である」65)と述べている。
2)『スティグラー・レポート」の「不変効用指数」論は，「報告」の説明で
は，その理論的基礎が必ずしも明確にされていないが，それは長い間論議され
てきたいわゆる「“真”の生計費指数」論（関数論的生計費指数論）の延長線上
にあるものであった。それは， G.ハーバラー，コンユース，ボルトケヴィチ，
R. フリッシュ，アルマー等の主観価値説の立場からの消費者選択の理論（無差
別曲線）にもとづく生計費指数論を理論的基礎としている。「“真”の生計費指
数」論（関数論的生計費指数）は，主観価値説において， 「等価性」の比較にか
んする多くの「精緻」な理論を構成したが，既に幾つかの批判があるように，
その諸前提の非現実性ゆえに，「効用の可測性の問題」に直面し，現実的有効
性を発揮しえないことは周知のとおりである。
労働統計局長， ェヴァン・クラーグ (EwanClague)は，消費者物価指数を
現実に作成している政府当局を代表して，この「不変効用指数」論を次のよう
に批判している；「委員会は，理論家が一般に真の生計費指数と呼んでいるもの
の意味で“不変効用”指数あるいは“福祉”指数の用語を使っている。 C.P.I.
Iは，市場価格の変動の結果である生計費の変動部分を測定する。この意味で
65) Ibid, Part I , p.56, 同上訳， 34ページ。
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は，それは理論において発展された真の生計費指数の 1構成部分である。生計
費指数は物価変動につけ加えて，効用あるいは，欲望充足あるいは等価の意味
において，生活水準を変化させるものを除く，すべての原因から帰結される同
等な家計類型の生計費の変動を含むものである。生計費理論の大なる部分は，
ほかの要素効果が測定される間の二時点の生活水準を不変とする満足あるいは
効用の等価性の定義と測定にむけられた。指数測定への理論の実際の適用の問
題は，平均的消費者の好みと選好を反映し，彼に同等の満足あるいは効用を与
える異った二時点において利用される財貨とサービスの二つの組み合せの同一
化 (identification)である。これら二つのマーケット・バスケットを得るのに
必要な支出の差は生計費の変動の測定である」66)。だが， 「生計費指数を確立
する方法における困難は，明確に理解されるべきである。この問題について多
くの理論的著作があるなかで，理論的にも実践的にも，委員会の目的を満たす
ような現実に実行可能な計画は，物価あるいは消費の分野での専門的著作のい
づれにもない」67)。クラーグ統計局長は， 1例として，スイグラーの大学の同
僚であるフリードマンとウオリスの次の見解を引用している；「要約すると，
われわれは物価理論における無差別関数の理論を十分に認識するようにしょ
う。••…• しかしながら，われわれは，それが経験的データの構成のために何か
の実践的価値をもっているかどうか疑問に思う・・・・・・」68)。
労働統計局のシドニー.A. ジャフェ (SidnyA. Jaffe)は，同様な立場から，
議会での統計局長の次の証言を引用し，補足している；「生計費指数は， 同時
代の経済思想において定義されているように，同一あるいは等価の生活水準
(the same or an equivalent standard of living)を維持する費用の時間的，場
66) Ibid, Part IT, p, 578. 
67) Ibid, Part IT, p, 580. 
68) Ibid, Part IT, p, 580. W. Allen Wallis and Milton Friedman, "The Empirical 
Derivation of Indifference Function", in "Studies in Mathematical Economics 
and Econometrics", edited by Lange, McIntyre and Yntema, 1942, p.189. 
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所的変化の指数である。 この概念のカギは，『等価」という言葉にある。正し
く言うと，生計費指数とより狭く規定された物価指数とを区別するのは，生計
費指数では財貨とサービスの等価のマーケット・バスケットのウエイトの変動
が測定されるのに対し，物価指数では同一のマーケット・バスケットが測定さ
れることにある」89)。彼は，消費者物価指数の基本的概念と方法に関して，
「(1)指数が関係している人ログループは，都市の賃金労働者と事務識員の世帯
の総計」であり，「(2)構造上，指数は基準時の特定の人ログループの典型的支
出を代表するウエイトによるラスパイレス型」であること， (3)指数計算に利用
される価格は「指数人口によって選択された市場において現実に生じる取引の
類型に照応した取引価格であること」を強調している70)。 また， 国際婦人服
労働組合の調査部長， ラザー・テッパー (LazereTeper)も，労働統計局と同
様の立場から，『スティグラー・レポート」の「効用基準指数」の理論的基礎
＝無差別曲線にもとづく「“真”の生計費指論」の非現実性を，フリードマン
とウオリス (Freedmanand Wallis), コウデン (DudlleyCowden), リチャード
・ストーン (RechardStone)の諸説を引用しながら批判している71)。
69) Ibid, Part IT, p. 604. 
70) Ibid, Part IT, p. 604. 
71)ラザー・テッパー (LazereTeper)は，「不変的効用水準のコストの測定に永年多数
の経済理論家によって論議されてきた。だが，効用あるいは満足によって意味するこ
と， あるいは，効用測定の数量化または選好のある序列 (order)に応じて，それら
をランクづけることができるかどうかについて統一的一致はないように思われる」と
述べている。その例として，彼は，前掲のウオリスとフリードマンの所説と，コウデ
ン (DudlleyCowden, menber of the Technical Advisory Committee of the 
American Statistical Association)の所説（そのような指数は「実際の上でも，ま
た目下，理論的にも不可能のように思われる」， Houseof Representatives, Commi-
ttee on Education and Labour, subcommittee to Study Consumers'Price 
Index, 82 d Cong., 1st ses., hearings, p. 181)とリチャード・ストーン (Rechard
Stone)の所説（「実際上の観点から， そのような効用にとっての共通の特性につい
て，商品集団を測定あるいは順序づけることでさえ，実際に不可能であろう。その代
わりに，種々の経済部門あるいは経済全体にとっての中心的傾向の尺度を与えるため
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以上のように，『スティグラー・レポート」の『効用基準指数』は， その理
論的基礎としての「“真”の生計費指数」（「関数論的物価指数」）論の諸前提の＇
非現実性ゆえに，主観価値説の立場にたつ政府統計の作成者ならびに統計研究
者，統計実務家のあいだにおいてさえ，その有効性は疑問視され，批判されて
いる。だがその理論的基礎は別として，指数世帯の生活様式，消費構造の変化
を可能な限り反映する指数（「固定マーケット・バスケット方式」を前提にしても）
の作成の観点からみると，報告の「勧告」の技術的方法の部分，例えば，可能：
な限りウエイト基準を改正すること，銘柄指定方式の再検討と単位方式の採用
等は，一定の評価が与えられよう。だが，指数対象世帯の全人口への拡大は，
「効用基準指数」の前提と矛盾することになる。石田望氏が指摘するように，
「同一効用生計費指数の理論的な支えである消費者選択の理論から導かれた無
差別曲線は，個々の消費者に関するものである。もしこれを集団について考え
ようとすれば，『同じ無差別曲線を持つ均質な集団」に対してしか考えられな
い。つまり種々雑多な無差別曲線を持つ集団に対する同一効用という概念は存
在しないのである。したがって種々雑多な家計を調査対象とした平均家計を用
いた同一効用生計費指数という考え方は矛盾の上にしか成立しない」72)のであ
る。
2)「第10回国際労働統計家会議」への「報告」は，従来の消費者物価指数の
概念と方法に関する諸研究を総括し，消費者物価指数の「概念的構造」 (The
conceptual framework) を整理している。それは，基礎理論的には， 従来の
「“真”の生計費指数」論を踏まえつつ，実際には，この理論の現実への適用の
危弱性を認め，「“真”の生計費指数」の代用（近似値）として固定マーケット・
バスケットにもとづくラスパイレス指数を規定し，理論化しようとするにほか
に，現実の価格と数量の運動とそれらの組み合せの測定のよりひかえめな仕事に集中
する必要がある」， Quantityand Price Indexes in National Accounts, p, 14)を
引用している (Ibid,Part Il, p, 675)。
72)石田望，前掲書， 135ペー ジ。
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ならない。
(1)消費者物価指数の基礎にある 「生計費」 (costof living) の概念について~
「報告」は，「統計専門家の間では，「生計費」という用語は，普通一定の満足
水準 (levelof satisfaction)に対応する商品の集計の費用を意味するものと受
けとられている」73)とし，この生計費の変動の測定は，「“真”の生計費指数」
の構成の問題に直面することを明らかにしている。「報告」は「“真”の生計指
費数」論の変遷を概観，検討し，その基礎にある「同一の満足度を与える貨幣
支出」あるいは「等価性」の比較が，消費者の「好み」（消費者選好）や「環境」，
等の主観的，心理的要因の同一化を前提とするが故に，現実的有効性を発揮し
えないでいる事実を認めている74)。
そこで，「一定の社会または社会経済グループにいとなまれた生活水準への
実際5接近」は， 「小売市場における支配的価格に関して，……平均的消費単
位（家族あるいは世帯）による財貨とサービスの購入に対応する集計的平均的消
73) I. L. 0., Computation of Consumer Price Indices, p. 8. 
74)「報告」では「“真”の生計費指数」論の総括的研究者のアルマー (illmer)の次の所
説を引用している：「同一の生活水準を保障する所得の比較」のためには，二つの（同
等な）手順のいづれかを必要とする。すなわち「(1)二つの異った状況（時間的にも場
所的にも）における等価の実質所得を楽しむ個人あるいは個人グループを同一化する
こと(identifying)と彼等の貨幣所得を比較すること，あるいは(2)二つの異った状況に
おける等価の実質所得を生みだす二つの商品所得 (commodityincome)を同一化し．
それらの貨幣費用を比較すること（貨幣所得は貨幣支出の等価とみなされ，商品所得
は貨幣所得によって購入される財貨とサービスに関係する。すなわち，これらの財貨
とサービスから得られる満足（あるいは効用所得 utilityincme)は実質所得に等し
い。すなわち，二つの商品所得は，それらが等しい実質所得を与えるとき，等価とみ
なされる） (Cf., M. J. Ulmer, The Economic Theory of Cost of Living Index 
Number, 1949, p. 29)。そして，このアルマーの所説にもとづき，その現実的有効性
についての諸説を紹介し， 「生計費指数の多数の理論において発展した概念は， 賃金
の決定，経営その他の活動など，公けの信頼が必須条件であるところで，統計の使用
のために必要とされるクイプの客観的測定には，いまだ寄与していない」ことを指摘
している (I.L. 0., op. cit., pp. 8~9)。
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費支出」であるとされる。そして，「価格の変動を除いて， 生計費に作用する
ほかのすべての要因（好みと環境）が変わらない時，支出形態も不変とみなさ
れる。かくして，固定マーケット・バスケットを購入する費用の変動は，一定
の満足水準を維持する費用の時間的（余り長くない）変動の尺度を与える」とみ
なす75)。それは，「ラスパイレスの基準加重公式」 (baseweighted formula) 
を「“真”の生計費指数の適切な近似」とみなすことを意味する。
「報告」では「ラスパイレス公式の広範囲の利用にもかかわらず，問題の理
論的研究は成功していないと結論づけざるを得ない」ことを認め，今後の理論
化の努力を奨励している 76)。
(2)指数品目と価格に関して，「価格は単位の貨幣価値である」 とされ， した
がって，「単位に還元することができない商品は価格を持たない」ので， 指数
品目から除かれるとする。例えば，消費者によって支払れる直接税は，・「収入
が社会に対して政府によって利用さした財貨とサービスの拡散した集計であ
る」が故に，指数品目に含められないとされる77)。
(3)「報告」は，指数の基準世帯を「消費単位」 (consumptionunite)と呼び，
「問題は，消費単位が指数の範囲と目的に適切であるかどうかにある」とされ
る。そこで，「真の生計費の変動の尺度としての消費者物価指数の使用は， 比
較される期間の指数人口の環境と習慣に何ら有意な変化がないことを意味す
る。これらの条件を満足させる消費単位は，少くとも相対的経済安定期に，都
市部に住む賃金労働者世帯である」とされる。都市部の賃金労働者世帯（家族）
は，その所得は長期間相対的に不変であり，その習慣，好みもゆるやかに変化
する傾向があり，しかも「比較的高度の同質性と安定性をもつ経済的社会的環
75) I. L. 0., op. cit., p, 9~10. 
76) I. L. 0., op.cit, p. 1. ただし，「報告」では，「避けるべきことは，現在のもの（ラス
バイレス型指数一引用者）にとって代わるという明確な判断基準の一致が得られる以
前に，実際に世界中で計算さしている消費者物価指数の現在のタイプの意義をあいま
いにするような方向に性急に動くことである」という注意を換起している (p.11)。
77) I. L. 0., op. cit., p. 11~12. 
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境」をもっているとされる78)。
(4)現行の消費者物価指数の大多数は，「ラスパイレス式の基準ウエイトの型」
であるが，それは，「第6回国際労働統計家会議」における生計費指数から消費
者物価指数への呼称変更にみられたように， 「言葉の厳密な意味において，生
計費指数と規定できない」。消費者物価指数の目的は「一定の生活水準に関す
る小売物価の時間的変化の測定」にあり， 「実際には，一定の消費類型に関す
る小売物価の変動を測定する」ことにある（「第6回国際統計家会議」の決議）とさ
れる79)。「決議」も「消費者物価指数はまず第一に消費者により支払れた小売
物価水準の変動を測定する」ものであり， 「価格変動を測定するという目的」
が理解されることが重要であるとしている 80)。
消費者物価指数は，所得調整（賃金，社会保障給付等のエスカレーター），実質賃
金の計算，国民経済計算における所得と価値系列のデフレーション，価格分析
等の多目的に利用されているが， その多くは適当ではないとされる。何故な
ら指数の目的は， 「消費行動に関連する諸特徴に関して， ある程度の同質性
(homogeneity)をもつ人口階層にその範囲が限定される」からであるとされ
る81)。すなわち，指数は，指数の基準となる人口階層（指数世帯）の消費形態
（固定マーケット・バスケット）に規定され，指数の適用範囲も限定される。「一
定人ログループの消費形態が，指数人口の消費形態と大きく遊離するならば，
指数は妥当性を失う。」82)ここに，指数の利用目的（例えば，賃金エスカレーショ
ンとか年金エスカレーションとか）に応じた人口の階層別物価指数の必要性の「根
拠」があるといえよう。
「決議」も「(3)(a)消費者物価指数のウエイトを提供するために行われる家計
78) I. L. 0., op. cit., p. 13. 
79) I. L. 0., op. cit., p. 13~14. 
80)前掲「決議集』， 121ペー ジ。
81) I. L. 0., op. cit., p. 78. 
82) I. L. 0., op. cit., p.17. 
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調査は，できる限り包括的でなければならず，世帯規模，所得水準，地理的気
候的差異，社会的経済的集団そのほか消費パターンに関係のある要因の相違等
を考慮しなければならない。 (b)家計調査の結果により各階層の消費パターンを
とらえ，別個の消費者物価指数が判断の基礎とする」88)。
以上のような消費者物価指数の基本的概念と方法の「報告」を受けて，第10
回「会議」は，消費者物価指数の作成と計算にかんするより詳細な「決議」を
行っている（註58,参照）。だが，前述のように消費者物価指数の理論的基礎と
その作成技術において，いまだ未解決の問題も多く，今後の検討に委ねられて
いる。
n 労働力の価値形態と消費者物価指数
消費者物価指数は，その国際的標準化の変遷でみたように，その基本的概念
と方法において，必ずしも理論的に統一化されているとはいえない。いまだ解
明すべき多くの論点が残されている。そこで，本節では， 前節の考察を踏ま
ぇ， (1)消費者物価指数の基本的概念と方法の諸問題を整理し， (2)消費者物価指
数の対象反映性（いかなる経済現象のいかなる模写・反映か） について考察を加え
たい。主観価値説（効用理論）の立場からの消費者物価指数（生計費指数）の対
象反映性の検討は，前節でみたように，「“真”の生計費指数」論として展開さ
れている。だが，労働価値説の立場からの消費者物価指数の対象反映性の理論
的検討は，十分に行われているとはいえない。 ソヴィエトの C.M. ニキーテ
インは，消費者物価指数（生計費指数）の理論的基礎として， K.マルクスの労
働力の価値規定との関係を指摘している。その意味するところは，労働力の価
値形態としての標準的労働者世帯の生計費の変動の消費者物価指数の反映性の
問題にほかならない。本節は，労働価値説の立場からの消費者価価指数の理論
的基礎の解明を主要課題としている。
83)前掲「決厳集』， 122ページ。
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1. 消費者物価指数の基本的概念と方法の諸問題
245 
1)消費者物価指数は生計費指数か物価指数かの論議は，いづれもこの指数
の性格の一側面のみを把えたものにすぎない。消費者物価指数を生計費指数と
みなす一つの理論的基礎は，主観価値説（限界効用理論）における無差別曲線に
もとづく 「“真”の生計費指数論」（『ステイグラー・レボート』の効用基準指数も
この系列上にある）にある。それは，「一定の満足水準に対応する商品集計の費
用」という「生計費」の主観的規定の上に，「同一の満足度を与える貨幣支出
額」の比較あるいは，「等価的貨幣支出額」の比較を目的とした指数であり，
結局，その諸前提にある「効用の比較」あるいは「効用の可測性」の問題に直
面し，その理論の「精緻性」にもかかわらず，現実的有効性を発揮しえないで
いることは，既にみたとおりである。
現実の指数の作成において， 消費者物価指数は， その理論的基礎に「“真”
の生計費指数論」（関数論的生計費指数論）をおくか否かにかかわらず，実務的に
は固定マーケット・バスケットにもとづくラスパイレス式が広く利用されてい
る1)。「第 2回国際労働統計家会議」(1925年）以来，各国において広く利用され
てきた生計費指数（後の消費者物価指数）の基本的概念と方法は， 特定の社会階
層（その多くは，指数世帯として標準的労働者世帯）に閑する固定れたさ生計費（固
定マーケット・バスケット）の費用の変化（価格の変化）の測定方法である。生計
費指数は，その言葉の日常的意味における生計費の変動そのものを測定する指
1)前の総理府統計局消費統計課長，明石頌氏は，その理由として次の点をあげている；
「(1)ラスパイレス式は，あるマーケット・バスケットを基準としてそれに要する費用
を比較するので，一般利用者が指数の意味を理解しやすい。すなわち，それは基準時
の生活費と基準時と同じ内容の比較時の生活費とを比較するのでわかりやすい。 (2)基
準時のマーケット・バスケットを固定して比較するので，物価の変動だけを純粋にと
りだして比較できる。 (3)指数理論に立ち入ると，ラスパイレス式によれば，基準時を
他の時点に任意に変更できる。これは実際に統計を使う上でよくやることで，たとえ
ば1960年基準の指数を国際的に統一して比較するため1963年基準にそろえたい場合，
単純に1963年ー100に換算しても指数値にゆがみを生じない。」（「英・米両国の消費者
物価指数の算式」，『統計』， 1966年11月号， 14ペー ジ）
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数ではなく，生計費の変動に作用する諸要因の一つとしての価格変動要因によ
ってのみひきおこされる生計費の変動を測定する指数とされるが，これに対し
て，それが現実を反映していないという批判を契機とする生計費指数から消費
者物価指数への呼称変更は，政府当局（指数作成者）の一つの批判回避策であ
ったが，その際，生計費指数が生計費の変動そのものではなく，固定された生
計費の価格変化のみを測定するという意味において，消費者物価指数あるいは
小売物価指数という用語とともに， 「生計価格指数」 (price-of-livingindex)あ
るいは「生計費価格指数」 (cost-of-livingprice index)という用語の提案（「第6
回国際労働統計家会議」の決議）がなされたが， この言葉は， 生計費指数の基本
的性格を相対的に正確に表現しているといえよう。消費者物価指数（あるいは
小売物価指数）という呼称は，その価格指数としての側面（「価格変動を測定す
るという目的」）の強調とともに， 本来の生計費指数の内容に関する多数の誤解
を生むにいたっている。消費者物価指数は，基準時点の特定の社会階層（通
常，労働者世帯）の支出した生計費，すなわち，その階層が購入した「マーケッ
ト・バスケット」の中味（指数品目とウエイト）を固定し， その固定された生計
費（固定マーケット・バスケット）を維持する費用（その価格変化）を測定する指数
である。この意味において，この指数は生計費指数の性格をもつている。
このラスパイレス型の消費者物価指数に対し，前述のように，それが生活様
式の変化に規定された消費生活の内容の変化（消費構造の変化）を現実的に反
映していないという批判がなされ，比較的現在に近似したウエイト変更によ
る連鎖基準指数の作成（イギリス）が行れたり， さらに生計費の変動そのものを
測定する指数という意味での「標準生計費指数」の作成が提言2)されている。
ラスバイレス指数に代るこれらの新しい消費者物価指数あるいは生計費指数の
検討は，今後に残された重要な課題であるが，当面は，現在実務的に広く利用
されている固定マーケット・バスケット法にもとづく消費者物価指数（ラスパ
2)石田望，『物価指数』， 137~138ペー ジ，参照。
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イレス型）の対象反映性を理論的に検討し，その基本的概念と方法上の問題点を
明らかにし，その改善を指数作成者に要求して行くことが緊急の課題である。
2)消費者物価指数（以下，固定マーケット・バスケットによるラスパイレス指数
を対象とする）の対象反映性（いかなる経済現象の，いかなる模写・反映であるか）を
明らかにするためには，消費者物価指数の基本的概念と方法の主要な諸規定の
対象反映性，すなわち第一に，指数品目とウエイトがいかなる社会階層のいか
なる消費生活の内容（生計費の質料構成としてのマーケット・バスケットの中味）の
反映であるか，第二に，その固定された標準生計費（指数品目とウエイトの固定）
の費用（価格）の変化は，その生計費の変動のいかなる側面の反映であるか，
が理論的に検討されなければならない。特に第一の問題が指数の性格，目的，
その適用範囲を決定する。指数の目的（適用対象）は，その固定生計費（マーケ
ット・バスケット）がいかなる社会階層（指数世帯）にかんするものであるかに
よって規定される。既にみたように， 歴史的には，生計費指数（消費者物価指
数）は，労使の団体交渉における賃金調整手段または実質賃金の計算手段（賃
金エスカレーター）として早くから制度的に利用されてきたので，指数の基準と
なる社会階層は，標準的な労働者世帯であった（それが，労働者階級全体の正当な
代表世帯であるか否かは別として）。
「“真”の生計費指数」あるいは， その近似としてのラスパイレス指数にお
いては，その「同一の満足度を与える貨幣所得」あるいは「等価性」の比較の
前提として，消費者個人あるいは消費者グループの「好み」 (taste)と「環境」
(envioroment)の相対的同一性が必要とされ， この観点から労働者世帯が指数
世帯とされる。 しかし，消費者物価指数の基準となる社会階層（指数世帯）は，
このような主観価値的規定によるのではなく，労働力の価値の基準単位として
の労働者世帯という客観的規定を与えられるぺきである。同様に，指数目的
に応じて，社会諸階層の生活様式と消費構造の差異にもとづいて， (1)所得階層
別， (2)家族類型別， (3)住宅所有別等の階層別消費者物価指数，あるいは，その
地域的差異を考慮して，地域別消費者物価指数が作成される必要がある。
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他方，これに対して，国民経済計算の発展とも関連して， 「国民所得と価値
系列のデフレーション」として全人口（全消費者世帯）を指数対象とする消費者
物価指数が要請され， 特定の目的（賃金エスカレーター等）ではなく， 多目的に
役立つ「汎用物価指数」が作成されるようになった。だが， 「ほとんどの消費
者物価指数は，国民所得の推計における価値系列のための唯一のデフレーター
として役立つには，範囲が余りにも狭い。事実，個別指数のいづれも，系列の
デフレーターとして十分役立つことができない。望ましい接近は，国民所得の
セククーごとにすすめ，各セクターごとに異った適当なデフレーターを使うこ
とである」8)と指摘されている。いずれにしても，全国平均消費者世帯という
「実在」しない一つの「計算的擬制」の消費構造（マーケット・バスケット）の上
に立った消費者物価指数は，形式上あらゆる目的に少しづつ役立つが，実質的
には，どの目的にもほとんど役立たない指数といえよう。
3)消費者物価指数は， その作成と利用の歴史的経緯からして， まず第一
に，労働者階級を代表する標準的労働者世帯（後述するように，労働力の価値の基
準単位）の生計費の質料構成（家計の支出構造）を基礎に構成されなければなら
ない。いいかえると，労働力の価値（形態）の反映として，消費者物価指数を
考察する必要がある。この基本的見地は， C.M. ニキーテインの資本主義諸
国の消費者物価指数（彼は，それが労働者の生計費の変動の極く限定された部分しか
表現しない指数であることから，カッコつきの＜生計費＞指数の用語を使っている）批
判において，既に指摘されている。次節で展開する消費者物価指数の基礎理論
としての労働力の価値形態と指数の理論的諸関係の分析のためには，このニキ
ーテインの指数批判が一つの有力な論拠を与えてくれる。以下，ニキーテイン
の所説を紹介し，消費者物価指数の労働力価値反映性の理論的分析のための礎
石とする。
(1)まず，第一に＜生計費＞指数の基本性格について，ニキーテインは次のよ
3) I. L. 0., Computation of Consumer Price Indices (Special Problems), p. 20. 
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うに述べている：「＜生計費＞指数は，一定の社会階層によって購入された商
品とサービスの小売価格の平均的変動のみを特徴づける」。そこでは，「生計費
は労働者と事務職員 (paf>O'IHMHH CJIY滋皿(HMH)によって購買された消費対象
とサービスの価格変動と同一視され」，「これらの価格の上昇は生計費と同一視
される」。だがマルクスの「労働力の価値の歴史的社会的カテゴリー」の規定
から資本主義諸国の労働者階級の＜生計費＞概念をみると，それは「労働者階
級の生活条件の変化とその消費の関係する変化をあらわす商品とサービスの構
成それ自体の変化によって変動する」4)。
ニキーテインは，その典型的例として，「一連の資本主義諸国における都市
と衛星都市の膨張」が「労働者と事務職員を労働の場所まで運ぶ交通に対する
労働者の支出を増大させ」，さらには，一連の国々では，労働者の通勤手段と
して， 自動車が不可欠のものとされ， 「自動車の維持・補修について支出のた
め，これらの家族の一般的支出を急増させた」事実を指摘している5)。資本主
義諸国の政府統計では，このような生計費の増大の重要な要因が無視されてい
る（これは1965年時点でのことであるが，その後多くの国ではこの費目は指数品目に算入
されている）。ニキーテインは，労働者の消費生活における生計費の増大は，労
働生活における労働条件の悪化と深く関係していることから，プルジョア統計
によって無視されている生計費の増大要因として，直接税，消費者信用，労働
組合や他の一般機関への納入金のほかに，労働強度等の増大，労働時間の延
長，失業者の増大等の労働条件の諸要因をあげている。前者の諸要因の無視
は，後にみるように，労働者の生計費（家計費）を家計調査の収支項目分類に
4) C. M. HHKHTHH, 8K01l0叫 qec,cueu1tiJe,c凶 B,canuma.llucmuec,cux cmpa1tax, 
≪HayKa≫, Mocxea, 1965. crp 104~105. ニキーテインは，註において「資本主義諸
国の労働者階級の＜生計費＞という概念においては， K.マルクスによって天才的に
展開された資本主義の下での労働力の価値の社会的，歴史的カテゴリーの科学的理念
の認識と著しく合致する」と述ぺている。
5) Ta.M況 e,crp. 105. 
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おけるいわゆる「消費支出」に限定することから生じているが，後者の労働条
件の悪化の諸要因（これらは労働者の生計費を増大させるが， それは間接的である）
を労働者の消費生活の生計費の増大要因に含めることは誤解といわざるをえな
ぃ。労働者の消費生活における生計費の質料構成，すなわち，必要生活手段の
諸商品とサービスの種類と量の構成には，労働生活における諸条件の要因は，
その品目としては含まれない（労働生活の悪化は，消費生活の生計費の質料的構成の
変化として現われる）。
このように若干問題があるが，労働者の生計費概念の「プルジョア的歪曲」
とそれにもとづく＜生計費＞指数の一面性の指摘は重要である。「商品とサー
ビスの一定の組成の価格変動のみに生計費概念を限定することは，労働組合や
労働者階級のほかの機関から厳しい批判を受けた（例えば，戦後のアメリカの生計
費指数論争一引用者）。それ故，現在では，一連の資本主義国では，＜生計費＞指
数という用語が廃止され，それと共に，いわゆる＜消費者物価指数~(例えば，
アメリカ，西ドイツ），あるいは，＜小売物価指数~(例えば，イギリス，フランス）
が利用されている。資本主義諸国の労働者階級において購買された商品とサー
ビスの価格の平均的水準の変化が，労働者の生活費の変化を余すところなく把
えているとは全くいえないことは，実際に認識されている」6)ことが指摘され
ている。
(2)資本主義諸国における＜生計費＞指数は，「大きな社会的階級的意義」を
もっている。それは，この指数の利用の諸形態ー「実質賃金の算定」のための
手段；「企業と労働組合との長期の労働契約の締結の際の， また年金と補助金
の額と評価，とくに失業者の規定の評価の際の価格水準の変化を特徴づける主
要指標」；「公共料金あるいは宅地の地代の統制の国家政策の指針」等々ーに如
実に現われている。だが，「資本主義諸国の＜生計費＞指数の計算が科学的客
6) Ta.AC叩e,crp. 106. 
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観性からほど遠いことを証明する多数の事実が集められている」7)として， ァ
メリカをはじめとする労働組合，民主的団体の政府＜生計費＞指数批判の事例
（例えば，戦後のアメリカの生計費指数論争における，労働者代表のミニー・トーマスの
批判）を引用している。ニキーテインはそこで，「＜生計費＞指数の増大の過
少評価の目的で，プルジョア統計家によって頻繁に利用される方法」として，
二つの方法を明らかにしている。
まず，第一に「＜生計費＞指数の作成の基礎におかれている社会階層と消費
支出の選択の問題」8)がとりあげられる。
(i) 資本主義諸国の＜生計費＞指数においては，通常，指数世帯として，
「全労働者階級」ではなく，「平均的所得あるいはほかの標準的特徴をもつ一
定の労働者層」が選択されるが，このような選択が「全く客観性を欠いて」お
こなわれ，「労働者と事務職員（ホワイト・カラー）の高所得階層に重点をおい
て作成されている」ことが指摘される。実例の第一に，大二次大戦当時のアメ
リカ労働統計局の＜生計費＞指数の歪曲性が指摘される。第二次大戦前のアメ
リカ労働統計局の生計費指数では，指数世帯の労働者と事務職員とその家族の
平均所得が，月額1,458ドルとされていたが， 1935-1936年の「家計支出調査」
結果によると，「全世帯の（単身者も含めて）％は，さらに低い所得を得ていた」
ことが明らかにされている。またこのことは，同時に，＜生計費＞指数の基礎
にある「労働者家族（世帯）の構成」（労働者世帯の内部構成）に大きな変化があ
ることが明らかにされた9) (付表参照）。
第二の実例として，西ドイツの＜生計費＞指数の「平均的労働者世帯」（平
均所得の，家族4人の勤労者世帯）において， 1950年時点で，「月収360ドイツ・マ
ルク (DM)」とされていたが，事実は，「この年の平均的労働者世帯は月額約
7) Ta.M叩e,crp. 13. 
8) Ta.M叩e,crp. 14. 
9) Taル叩e,crp. 114~115. 
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＜労働者のカテゴリー＞ 1乱靡認品冒霞 I悶闊復のセ（96炉
事務職員(<{ホワイトカラー~) 28 19 
熟 練 労 働 者 23 24 
半 熟 練 労 働 者 35 27 
未 熟 練 労 働 者 14 30 
総 計 I 100 I 100 
262ドイツ・マルク (DM), すなわちかなり低い額を得ていたこと」が明らか
にされている。「西ドイツで計算された＜生計費＞指数は，平均的労働者世帯
だけでなく，高所得の労働者と事務職員の世帯をも対象」としていたことが指
摘される10)。
(ii) また，指数世帯の高所得階層への「偏り」と関係して，所得階層別の
生計費の質料構成とその価格変化の差異に関する興味深い「経験的事実」が指
摘されている；「指数は相対的指標なので，指数値に一定の社会階層の所得の
絶対的大いさが影響を与えるのではなく，その所得によって購買された商品と
サービスの小売価格の水準の平均的変動において，相対的に影響を支えるので
ある。経験は，長期間においては，低所得の社会階層によって消費された商品
とサービスの小売価格は，高所得者層によって消費された商品とサービスの小
売価格よりも平均してより急速に上昇することを示めしている。それ故，同様
な時期における高所得の社会階層にもとづく＜生計費＞指数の基礎づけは，不
可避的に指数値の過少評価に導く」11)。
(ii) 指数世帯における労働者の低所得階層の比重の低さに関係して， 「特
に，資本主義諸国の＜生計費＞指数が労働者階級の最低所得者層に関係してい
る失業者層を全く含んでいない」ことが強調されている。第1表にみられるよ
うに，アメリカでは「完全失業者」（それは労働者の失業状態の極く一部しか反映し
10) Ta.AC :HCe, crp. 115. 
11) Ta.AC :HCe, crp. 116. 
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第1表 1944-1963年におけるアメリカ合衆国の失業者数（単位， 1,000人）
年 I 完全失業者数 I 年 I完全失業者数 I 年 I完全失業者数
1944 670 1951 1,879 1958 4,681 
1945 1,040 1952 1,673 1959 3,813 
1946 2,270 1953 1,662 1960 3,931 
1947 2,142 1954 3,230 1961 4,806 
1948 2,062 1955 2,654 1962 4,007 
1949 3,395 1956 2,551 1963 4,166 
1950 3,142 1957 2,936 
*<Statistical Abstract of the United States>, 1957, p. 197; 1961, p. 203. <Federal 
Reserve Bulletin>, April 1962, p. 465; March 1963, p. 384; August; 1964, p.1074. 
C. M. HHKHTHH, a≪o1to.Muitec≪ue珈函Cbl,crp. 118 
ていないが）が「1948-1949年， 1953-1954年の時期と 1961年に最大の規模に
達した」が，このアメリカの労働者状態の悪化の重要な指標は， 「＜生計費＞
指数には何ら反映されなかった」とされる12)。
ニキーティンの指摘するように，指数の基礎にある社会階層とその生計費
（消費支出）の選択の検討，特にそれが労働者の代表的な標準的労働者世帯の
生計費をいかに反映しているか（いないか）の検討は， 消費者物価指数の対象
反映性の第一の課題である。
「＜生計費＞指数の上昇を抑制するためにプルジョア統計家が利用する第二
の方法は，商品構成の非現実的な選択とその非客観的な改正にある」13)とされ
る。「市場で販売される商品の構成と質の変化」は，「現在の物価指数の商品構
成の再吟味の必要性」を与える。その「再吟味は，科学的，客観的な厳しい方
法」で行われなければならない。だが「プルジョア統計家は，これらの必然的
基準を使用せずに，それに必要な方向での，当該の指数値の修正の目的をもっ
て，商品構成の部分的な再吟味を利用する」とされる。その方法は， 「プルジ
12) Ta.At :JICe, crp. 117~119. 
13) Ta.At :J1Ce, crp. 119. 
133 
254 園西大學「紙清論集」第25巻第 2•3•4 号
ョア統計家が個別の商品とサービスの小売価格の変化の予測の一定の限定され
た可能性をもっており，したがって，＜生計費＞指数の商品組成の適当な選択
と来るべき変化のために，これらの可能性を利用する」ことにあるとされる。
具体的には，第一に「労働者家族の生活必需品の対象を構成しない消費対象の
小売価格は，生活必需品の消費対象の小売価格よりも平均的によりゆるやかに
上昇する」。そこで，「＜生計費＞指数の商品組成において，必需品の対象では
ない消費対象の表示を過大視することは，これらの指数値の過少評価の目的で
ブルジョア統計家によって広く利用される手段である」。第二に「最近，住民
の消費に入った新しい商品の価格（卸売，小売）は，一般的物価上昇（時には，
下落もするが）よりも明らかにゆるやかに上昇する」。それ故「＜生計費＞指数
の商品組成における同様な商品の過大な代表は，その過少評価の側面に作用す
る」。第三に，「種々の商品とサービスの小売価格の将来の変化の可能性を判断
できる方向指示器が存在する（例えば，その価格の過去の変動と他の商品価格との比
較；当該の商品の生産における労働生産性の変化についての情報の利用等々）。また個別
的な独占あるいは企業家連合の個々の商品とサービスの小売価格の変化の予測
の直接的情報が統計機関に入る可能性も忘れることができない」とされる 14)。
このように，「プルジョア統計家によって計算された＜生計費＞指数は， そ
の指数値の過少評価の目的による非客観的な方法を受けていることは明らかで
ある」が，同時に，そこに「プルジョア統計家が持っている客観的事実の存在
を考慮しないわけにはいかない」ことが指摘される。 その第一の理由は， 「資
本主義諸国における＜生計費＞指数は，現在では，孤立した数値としてではな
く，相互依存，相互規定の計算体系の目的に含まれる指標として計算されて」
おり，プルジョア的認識の限界内ではあるが，一定の客観的事実を反映してい
ること，第二には，「＜生計費＞指数の計算において， 労働者階級の代表者の
現実的，批判的観点は非常に大きな意義をもっており，これらの指標の計算の
14) Ta.M叩e,CTp. 120~121. 
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絶えざる調査とその欠陥と歪曲の前提への批判は，プルジョア統計家たちが，
労働者階級の監視を前にして，彼等の信用失墜を座視できないので，彼等にと
って抑制の方法として作用している」ことにあるとされる15)。
ニキーテインの指摘する指数品目（ウエイト）の代表性の問題としての「商
品構成の非客銀的選択とその改正の恣意性」は，現在問題となっている銘柄変
更に伴う品質変化の処理とその価格変化の取扱い，新製品の算入の問題を検討
する際の重要な課題であろう。これは，指数の作成過程の全面的公表の問題と
も関連して，作成過程の立ち入った検討を必要とする。
2. 消費者物価指数の労働力価値反映性
消費者物価指数の基礎には，一定の社会階層，とりわけ労働者階級によって
購入された商品とサービスの価格集計，すなわち生計費の概念がおかれている
。前述のように， C.M.ニキーテインは，労働力の再生産費としての労働者の
生計費と消費者物価指数(<生計費＞指数）の関係を問題とし，この視点から資
本主義諸国の消費者物価指数の具体的批判を行っている。だが，労働力の価
値，その再生産費としての労働者の生計費と消費者物価指数の理論的諸関係の
ニキーテインの分析は不十分といわざるをえない。われわれは，消費者物価指
数の基本的概念と方法の労働力価値反映性をさらに理論的に解明しなければな
らない。
1)労働力の価値は，周知のように，労働力を再生産するために必要な，し
たがって，労働者とその家族の生活を維持するに必要な，生活手段諸商品の価
値である。労働力価値の形態とは， この必要生活手段（労働者の消費元本あるい
は労働元本）が，まずその消費元本に投入された抽象的人間的労働の結晶とし. . . . 
て諸商品価値の形態をとることであり，さらに具体的には，その消費元本に体．．． 
現する諸具体的有用労働の発現として，諸商品の諸使用価値の形態をとること
である。最後的には，この必要生活手段諸商品の価値が，貨幣商品（金）の一
15) Ta.M :J1Ce, crp. 130~132. 
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定重量であらわされ，価格の度量標準の確定によって，この諸商品の価値は，
・・・
その貨幣的表現を与えられ，諸価格の形態をとることである。
したがって，ここで問題とする労働者の生計費（家計費）とは， 労働力価値
の形態としての労働力の再生産費，すなわち，労働者とその家族（労働者世帯）
の生活に必要な生活手段諸商品の価格の集計量であり，労働力の価値の貨幣的
表現なのである。労働者は，自らの労働力商品を販売して得た貨幣（賃金）で，
家族を含めた消費生活（生計）を維持するに必要な生活手段諸商品とサービス
を購入する。 これを A-G-W1,W2, Ws・ …•• という範式で表現すると，労働
者によって購入された W1,W2, Wa・・ …の各商品とサービスの種類，それら
の使用価値量（消費量）と価格の数量は，労働者世帯の消費生活の内容＝生計
費の資料構成を具体的に表現している。それは第2表にみられるように，一定
の範囲で，「家計調査」の費目構成に具体的に表示されている。
周知のように，労働力の価値の再生産に必要な生活手段の総額は， 「労働す
る個人をその正常な生活状態にある労働する個人として維持するのに足りるも
のでなければならない。食物や衣服や採暖や住居などのような自然的な欲望そ
のものは，一国の気象その他の自然的な特色によって違っている。他方，いわ
ゆる必要欲望の範囲もその充足の仕方もそれ自身一つの歴史的な産物であり，
したがって，だいたいにおいて一国の文化段階によって定まるものであり，こ
とにまた，主として，自由な労働者の階級がどのような条件のもとで，したが
ってどのような習慣や生活要求をもって形成されたか，によって定まるもので
ある。だから，労働力の価値規定は，他の諸商品の場合とは違って，ある歴史
的な精神的な要素を含んでいる。とはいえ，一定の国については，また一定の
時代には，必要生活手段の平均範囲は与えられているのである」16)。
労働者の標準的生活水準（「正常な生活状態」）は， 社会的生産力の発展とその
16) K. マルクス，『資本論』，第1巻，『マルクス・エンゲルス全集』．第23巻a,224ペー
ジ。
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国の歴史的文化的諸条件に規定されつつ変化するが，一定の国，一定の時代に
は，相対的に固定的である。労働者の全生活（労働生活と消費生活）を貫ぬく生
活水準の変動は，前時代のそれに規定されつつ，多様な生活様式の変化として
現われ，この意味において，単一の指標（生活水準指標）で，しかも量的にそれ
を表現することはできない。生活水準の変化は，一面において，労働者の消費
生活のレベル（消費水準）の変化として現象するが， 消費水準の高さ， 特に消
費財（例えば，電気製品等の耐久消費財）の消費水準の高さが， 直ちに生活水準の
高さをあらわすものでないことはいうまでもない。労働力の価値は，標準的な
生活水準の下での平均的労働者世帯の必要生活諸手段の諸商品の価値である。
労働力の再生産の基準単位は，家族構成員の賃労働者化による「労働力の価値
分割」にもかかわらず，労働者家族を中心とする 「世帯」（「平均的労働者世帯」）
である17)。
労働力の価値は，その内容の質的規定，すなわち必要生活手段諸商品の質と
量の構成に対応して，その部分的価値に分けられる。労働者世帯の必要生活手
段諸商品の質的量的構成＝生計費の品目構成は，この労働力価値の部分的組成
の反映である。
労働力商品の価値の部分的組成は，伊藤セツ氏によると，次のように区分さ
れ，具体化されている18)(第1図参照）。第一に，①肉体的に必要かくべからざ
る生活手段の価値と②それを上まわる価値，第二に，労働力の価値の三つの構
17) K. マルクスは「労働力の生産に必要な生活手段の総額は， 補充人員すなわち，労働
者の子供の生活手段を含んでいる」と述べている（「資本論」第1巻，『全集』，第23
巻a,225ページ）。また，荒又重雄氏は「資本制的生産における賃労働者の生活過程
は，前時代よりうけついだ小家族を中心にする所帯を基本的な単位として展開され
る。労働力商品の再生産は所帯ごとにおこなわれる。労働力商品の価値は，この基本
的な単位たる所帯の生活に必要な商品の価値によって規定される」と述ぺている（『賃
労働の理論』，亜紀書房， 1968年， 93ペー ジ）。
18)伊藤セッ「労働者家計の収支項目分類に関する一考察」，『国民生活研究』，第13巻第
2号， 1973年9月， 31ペー ジ。
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第1図 労働力商品価値の部分的組成
肉体的に必要かくべからざる生活手段の価値 それを上まわる価値
(2) 
I 労働力の所有者の維持に必要 家族扶養・繁殖のための生活 修養のために
な生活手段の価値 手段の価値 要する価値
(3) 
1 日々新たに消耗される部分（食糧・燃料） 比較的長期間に填補される部分（衣服・
家具）
労働力商品の日価値の計算式 635A+52月：: 4 C十等々 (A,B, Cは諸商品の分量）、
食 物 I 住居媛房 I 衣 服 雑 費 ' 
自 然 的 欲 望 I ， 
（歴史的・精神的要素） ; 
必然的欲望の範囲（歴史的産物一一定の国，一定の時代には平均範囲が与えられる）
労働力の価値ー必要生活手段の価値（必需品の価値）
（資本論」第1巻，第2篇，第4章，第3節，労働力の購買と販売参照）
（出所）伊藤セツ「労働者家計の収支項目分類に関する一考察」， 『国民生活研究』第13.
巻第2号， 1973年9月， 31ペー ジ。
成部分，すなわち，①労働力の所有者の維持に必要な生活手段の価値，②家族
扶養・繁殖のための生活手段の価値，③修養のために要する価値，第三に，労
働力価値の形態としての必要生活手段諸商品の使用価値の態様の差異によっ
て，①日々新たに消耗される部分（食料・燃料）と②比較的長期間に填補され
る部分（衣服・家具）に分けられ， また①食物， ③住居暖房，⑧衣服，④雑費≫
等に分類される。
第三の，食物，住居，暖房，衣服，それに交通，教育費等の雑費の分類 (5
大費目分類）は，家計簿の費目分類がこれにあたり， それは「必要生活手段のO
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賃労働者およびその所帯との物質代謝における質料的相違」である。
家計簿（生計費）に占られるこれらの品目の絶対的および相対的位置は，「労
働力の生産そのもののと，いま一つ，生活様式と，この二つの規定をうけて決
定される」19)。
労働者の生活過程は，人が物に化する労働過程と物が人に化する消費過程か
らなる。労働者の生活の消費過程すなわち労働者の消費生活は，自らの労働力
商品の生産の場であり，資本の直接指揮下にある労働生活と異なり，自らの自
由な載量と自律によって家計（生計）を維持する過程である。 しかし， 労働者
階級の個人的消費は，「絶対的に必要なもの範囲内では，資本によって労働力
と引き換えに手放された生活手段の，資本によって新たに搾取されうる労働力
の再転化」であり，「労働者階級の不断の維持と再生産も， やはり資本の再生
産のための恒常的な条件」20)にすぎない。したがってこの消費生活も資本蓄積
の歴史的規制と労働生活の内容の変化によって基本的な規制を受け，資本の形
式的，実質的包摂の深まりの下で，自由・ 自律の範囲も大きく制約されたもの
になる。
わが国の労働者の消費生活は，特に高度経済成長（資本の強蓄積）の下におい
て大きな変貌をとげ，それは家計支出の内容（質と量）の変化に現われている。
一部では商品の消費水準の増大即生活水準の向上とみなされ，耐久消費財の普
及等が「生活の高度化」などと称せられたが，高度成長の破綻に伴う狂乱物価
と生活の急激な悪化にみられるように21),資本制蓄積の一般傾向の貫徹＝貧困
化の深化がすすんでいた。この労働者の消費生活，家計支出の著しい変化は，
労働力の価値規定の内容の変化，特にその長期的傾向の反映である。これに関
19)荒又重雄，前掲書， 102ペー ジ。
20) K. マルクス，『資本論』第I巻，「全集」第23巻b,744~745ペー ジ。
21)例えば次の論文を参照せよ；社会保障研究会（江口英一， 高野史郎， 松崎粂太郎），
「『現代のインフレ」による生活崩壊と最低基準生活費」， 『賃金と社会保障』， 1974年
11月上旬号。江口英一「“物価狂乱”による『生活崩壊』の進行と最低生活基準」，『経
済』， 1974年12月号。
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して，次の点が指摘されている； 22) 
第一に，生産性の向上による生産物量の増大，必要生活手段の商化等による
労働者の「必然的欲望の範囲」の拡大は， 「必要生活手段の使用価値的側面で
の量の増大」をもたらしている。だが，必要生活手段の消費量の増大（消費水
準の上昇）は，必ずしも生活水準の上昇をもらさず，逆にその水準の低下を招
いている。第二，「必要生活手段の使用価値側面からみた構成が，一方では個
々に分割され，かつ純消費化するとともに，他方では耐久消費財化しかつ巨大
化」している。特に，労働者の消費元本の，一部が社会的共同消費手段に転化
され，消費の個人的消費と社会的消費の二分化がもたらされたが，資本の制約
による社会的共同消費手段の絶対的不足は，都市労働者の間に「新しい貧困」
を生みつつある。
労働力の価格（賃金）は，現実には景気変動等の要因によって， 短期的には
労働力の価値以下へ低下する可能性がある。労働力の必要生計費以下にその価
格が下まわる場合，いわゆる「家計の歪み」が生ずる。それは，家計費の支出
項目の相対的比重および各項目の必要生活手段の内容と形態の「歪み」として
現われることになる。このことについては，以下の指摘が重要である 23) ; ま
22)荒又重雄「労働力の価値規定の検討」，『経済』， 1973年3月号， 100~103ペー ジ。
23)荒又重雄，前掲書， 102~107ページ。なお，労働力の価値規定と生計費の変動との関
係は，いわゆる「労働力価値以下」説批判の見解に依処しなければならない。例え
ば，成瀬龍夫，小野秀生氏は，「『価値以下」説は，労働力価値低下の現実と労働者
の生計喪上昇の現実という関係のもつ理論的意味を解せず，消費欲望水準の上昇→労
働力価値の増大というストレートな想定によってつじつまをあわせようとしたが，こ
の点でも貧困化と欲望の関係，労働者の欲望と生計費の問題にたいして無理解であっ
たといってよい。すなわち，労働力価値低下の現実と生計費上昇の現実という点こ
そ，労働者が少しでも人間らしい生活をおくろうと思えば，資本の側からはそれは労
働力の乱用，再生産とみなされ，労働者にとってその費用はおそろしく高価なものと
ならざるをえないことを意味しているのである。われわれの『価値以下」説批判の核
心はまさに，この点にある」としている（「賃金と労働力の価値」，『経済』， 1974年7
月号， 178ペー ジ）。
また，荒又重雄氏は前述の「労働力の価値規定の検討」の一連の論文（『経済』， 1973
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ず，第一に，労働者はその生活手段の内的構成を変えることによって，以前よ
り少量の生活手段商品を消費して生活水準を維持し，また同じ貨幣額で以前よ
り多量の生活手段商品を購買しようとする。 それは， 消費品目（銘柄）の変更
（より安価な商品への変える），家庭内での「やりくり」さらには生活様式そのも
のの変化（しばしば生活水準そのものの低下を意味する）という 「家政合理化の第
ー形態」を生み出す。第二に，所帯内から可能なかぎり多量の単位労働力商品
を販売し，より多量の生活手段商品を獲得しようとする「家政合理化の第二形
態」が生ずる。この「労働力の価値分割」は結局労働力の価値そのものの低下
をひきおこすことになる。
労働者の生計費（家計支出）の質料構成の変化，すなわち必要生活手段諸商品
の種類，その使用価値量と価格の構成の変化は，労働力の価値とその形態（必
要生計費）との矛盾の反映であり，「家計簿」の品目構成の変化として現われて
いる。
2)標準的労働者世帯の生計費（家計費）は，労働力の再生産費であり，労
働力の価値の貨幣的表現である。その質料的構成は，労働力の価値の形態とし
ての必要生活手段諸商品とサービスの種類とその使用価値の構成であり， 「家
計簿」の費目構成に具体的に表現されている。そこでは， 「労働力価値を実現
年 3月号， 1974年 7月号， 1975年5月号）において，労働力価値規定の内容と労働力
価値の形態との矛盾を論じ，労働力の価値（必要生活手段諸商品の価値に規定される）
と労働力の価値形態としての必要生活手段諸商品の使用価値量，さらには，その諸商
品の価格の集計最（必要生計費）とが必ずしも照応しないことを明らかにしている。
すなわち，必要生活手段諸商品の価格の変動は，たとえ労働力の価値が一定であって
も，必要生計費の変動を結果する。独占価格とインフレーションによる現代の物価騰
貴は必要生計費を急増させているが，ィンフレによる必要生活手段諸商品価格の名目
的，一般的上昇， さらには，その諸商品価格に占める独占価格の割合に応じて，必要
生計費はさらに労働力価値から乖離することになる。「価値以下」説は， この点の内
的関係をみない理論とされる。したがって，本稿で問題とする消費者物価指数の労働
力価値反映性は，正確には，この指数の基礎にある「標準生計費」（労働力の価値形.. 
態としての必要生活手段諸商品の価格集計）を媒介とする労働力の価値形態の反映性
を意味する。
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した貨幣の必要生活手段商品との転態の様相」が問題となる。
消費者物価指数においては，第一に，この生計費の質料構成，すなわち，標
準的労働者世帯が自らの生計を維持するために，いかなる財貨とサービスにど
れだけ支出するかというマーケット・バスケットの中味が問題となる。すなわ
ち，指数品目とウエイトの労働力の再生産費としての生計費（必要生活手段諸商
品とサービス）の資料構成の反映性が問題となる。第二に， 標準生計費（指数品
目とウエイト）を固定し，その価格変動のみを測定（指数品目の個別価格の変動を
そのウエイトで加重平均する基準時加重相対法ーラパイレス算式による総合指数化）する
ということは，標準的労働者世帯の生計費変動のいかなる側面のいかなる反映
なのかが問題となる。いうなれば消費者物価指数の労働力価値反映性の問題で
ある（ただ，ここで問題となる指数の労働力価値反映性は，労働力価値そのものの反映
性ではなく，価値に規定された労働力の価値形態の質と重の反映性であるといえよう）。
以下，わが国の現行の「消費者物価指数』（総理府統計局）を中心に， この問題
の理論的解明を試みよう。
(1)消費者物価指数は，生計費指数と呼ばれた時代から，労働者の貨幣の購買
カの変動の尺度として賃金調整や実質賃金の計算等に制度的に利用されてきて
おり， その基準となる社会階層（指数世帯）は標準的労働者世帯であり， また
その指数品目とウエイトは， この労働者世帯の生計費（労働力の価値の貨幣的表
現）の質料的構成すなわち， 必要生活手段の諸商品（サービスも含む）の使用価
値構成を正しく反映したものでなければならない。
①だが，既に批判されているように，現行の「消費者物価指数』の社会階層
（指数世帯）は，『家計調査」結果から算定された「全国平均消費者世帯」（農林
漁魚世帯および単身者世帯を除く）であり，そこでは「消費者」の名のもとに法人
経営者（資本家）も自営業者も勤労者（労働者）も同一視され，平均化されてい
る。社会の諸階級（諸階層）は，資本主義的生産諸関係に占める位置によって，
その生活様式と消費生活の内容に著しい差異がある。この差異を無視した「全
• 国平均消費者世帯」は，一つの「虚構」であり，「擬制的平均」である。消費
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者物価指数の社会階層は，他の資本主義諸国のそれにみられるように，まず第
ーに，標準的労働者世帯（例えば．アメリカでは，「都市に居住する平均所得の賃金労
働者と事務職員の家族と単身労働者」，西ドイツでは，「都市に居住し，世帯主収入のみの
平均所得の4人家族の勤労者世帯」が指数世帯とされている）24)の消費者物価指数が
算定されなければならない。
また同時に，労働力価値の「基準単位」としての「標準的労働者世帯」の消
費者物価指数とともに，世帯の消費生活の諸類型（家計の支出構造の諸類型）に
応じて，労働者世帯内の諸階層，さらには一般世帯の諸階層の階層別消費者物
価指数（所得類別，家族構成別，年令別，年金受領者世帯，生活保護世帯など）が作成
されることが必要である。前述のように，I.L. 0. 「国際労働統計家会議」も，再
三，階層別物価指数の作成を「勧告」している。この点，周知のように，西ド
イツでは． 第3表にみられるように，①全私的世帯 (Allerprivate haushate), 
R高所得の事務職員（サラリーマン）と公務員世帯 (Angestelltenund Beamten 
24)アメリカの消費者物価指数の指数世帯は1967年基準で "urbanwage earners and 
clerical workers, including families and single persons"であり，その平均世帯
人員は3.7人，年平均世帯収入6,230ドル（税引き），単身者の平均収入3,560ドル（税
引き）とされている。 Cf.,The Consumer PがceIndex, a short description, 1971, 
Bureau of Labour Statistics, Department of Labour, Washigton, D. C., p. 1., 
I. L. 0., Technical Guide, Volume 1 Consumer Prices, Geneva, 1973, United 
States. 西ドイツの消費者物価指数 (DerPreisindex fur die Lebenshaltung)の
基準指数世帯は， 1962年の基準で， 「都市在住の世帯収入のみの平均所得の勤労者世
帯（子供2人で，そのうち少くとも 1人は15オ以下）」 (stadtischen4-Person-Arb-
eitnehmer-Haushalten (darunter 2 kinder, mindestens eines unter 15 Jahren) 
mit mittlerem Einkommen des alleinverdienendn Haushaltsvorstandes〕であ
り， 1世帯の月平均消費支出額は，、742DM (1962年）とされている。 Cf.,Studies 
on Statistics, No. 20, Consumer Price Index, Base 1962, Statistishes Bundesamt, 
p. 4. これは， Derneue Preisindex fur die Lebenshatung, Wirtschaft und 
Statistik, volume 8, August 1964の英訳である。ただ，アメリカ， 西ドイツ等の
これらの指数世帯としての勤労者世帯が，現実の労働者の最も代表的な標準世帯とな
っているか否かは， C.M.ニキーチンの批判にみられるように，十分吟味，検討して
みる必要があろう。
145 
266 閣西大學『継清論集」第25巻第 2•3•4 号
第3表 西ドイツの階層別消費者物価指数の構成と指数値
基靡贋準年支次の 1
晴ービ岱ス）は
指数値
精 1カ月世帯類型 世帯構成 出額 196210年011970年
（マルク） = =100 
1970年 1962年11970年11962年11972年11973年
全私的世帯 2.~ 
2人・・・成人
1,294 740 899 879 137.9 118. 8 
0. 7・ 子供
高所得の事務職員
2人…成人
・公務員世帯
4人 2人…子供 1,996 1,528 882 798 136.8 118.7 
（うち 1人15歳以下）
平均所得の勤労者
2人…成人
I 1. 157 
世帯
4人 2人…子供 742 864 521 137.9 118.2 
（上と同じ）
年金・社会的扶助
2人
2人…老人
532 310 675 448 142.0 118. 5 
受領世帯 （世帯主のみの収入）
子供 1人の世帯 1人
18歳までの婚外出
124 284 139.0 120.6 
生児の最小必要
（出所）高木秀玄「階層別消費者物価指数試算」（『統計」 1975年2月号， 15ペー ジ），
"Wirtschaft und statistik"の資料，等から作成。
haushalten mit hoherem Einkommen), ③平均所得の勤労者世帯(Arbeitnehmer-
haushalte mit miteenem Einkommen), ④年金，社会的扶助受領者 (Renten-und
Sozialhilfeempfangern), ⑥ 子供 1人の単純生計 (dieeinfache Lebenshaltung 
eines kindes)の階層別物価指数が作成され（階層別の消費構造の差異を反映して，
単に階層別にウエイトが異なるだけでなく，階層別に指数品目・銘柄も異っている）， そ
の結果の指数値も，かなり明確に階層別の差異を示めしている 25)。この点，単
25)西ドイツの階層別物価指数については，足利末男「消費者物価指数の理解のために」
（「日本労働協会雑誌」 No.95, 1967年2月）， 高木秀玄「階層別消費者物価指数試
算」（『統計J1975年2月号）において紹介されている。なお，詳しくは， Peterv.d. 
Lippe, Wirtschaftsstatistik, Gustav Fischer Verlag, 1973, s. 213~215 と
"Wirtschaft unct Statistik"誌上の論文， DerPreisindex fur die Lebenshaltung 
alter priv. Haus-ha!te (1969, Heft 3, s. 137), ―van 4-Personen-Arbeitnehmer-
haush (1964, Heft 8, s. 435), —van Angestellten-u. Beamtenhaush (1969, Heft 
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に所得階層別のウエイトの差だけの導入（指数品目不変）による「年間収入5分
位階級別指数」の作成でお茶を濁しているわが国の指数作成者は，社会的諸条
件が異なるとはいえ，怠慢の諦りをまぬがれないであろう。
R基準となる「マーケット・バスケット」の中味，すなわち，指数品目とウ
エイトは，標準的労働者世帯の生計費の質料構成＝必要生活手段諸商品（サー
ビスも含む）の使用価値構成を正しく代表（反映）したものでなければならな
い。このことは，指数品目は，労働力の再生産に必要な生活手段の範囲に含め
られるすべての諸商品とサービスの代表（縮図）でなければならないことを意
味する。
だが，現行の『消費者物価指数」においては「家計調査』結果の特殊な収支
項目分類にもとづいて，指数品目の選択，決定（消費支出に占める品目のウエイト
が1万分の 1以上のものに限定）においては，労働力価値の貨幣的表現である労
働者世帯の生計費を構成する幾つかの重要な品目があらかじめ除外されてい
る（第4表「消費者物価指数」費目別ウエイト，品目数表，参照）。それは，指数品目
が『家計調査」の支出項目分類における「消費支出」に限定されているからに
ほかならない26)。そこでは，税金や社会保障費などは「非消費支出」とされ．
また貯金，保険掛金，有価証券購入，土地・住宅購入などは「実支出以外の支
出」とされ，指数品目の対象外におかれている。この問題については，労働力
の価値規定の観点から労働者家計の収支項目分類を考察した伊藤セツ氏の次の
指摘が重要である（多少長くなるが重要な箇所なので引用する）；「『家計調査」の~
支項目分類では，消費支出は「いわゆる生活費」あるいは「いわゆる生計費』
のことであると解説されている。「いわゆる生活費」とは何かについての規定
12, s. 667), -von Renten-u. SozialhilfeemPfiingern (1965, Heft 3, s. 173). 
Preisindex fa die einfache Lebensh. e. kindes (1968, Heft 5, s. 248), 参照。
26)なお，「消費支出」のうちでも，仕送り金，贈与金，信仰費（御布施， 教会献金， ぉ
さい銭など）および負担費（町内会費，同窓会費，労働組合費など）については，~
格が明確に把握できない，または，その価格の動向が消費者物価指数全体の動きで近
似できるなどの理由で， ウエイト算定の範囲から除外されている。
147 
268 隅西大學「経清論集』第25巻第 2•3•4 号
第4表 「消費者物価指数」費目別ウエイト，品目表
(45年基準，全国）
項 目 Iウエイト I品目数 I 項 目 Iウエイト I品目数
総
合料 I10,000 428 設備修繕 200 15 食 4,086 162 水 道 料 52 1 
主 食 625 11 家具什器 615 38 
その他の食料 3,461 151 光 熱 417 7 
生鮮魚介 304 16 電気・ガス代 275 2 
塩干魚介 127 ， その他の光熱 142 5 
肉 類 385 8 被 服 1,238 80 
乳 卵 286 6 衣 料 908 56 
野 菜 324 20 身の回り品 330 24 
乾 物 75 6 雑 費 3,099 122 
加工食品 301 21 保健医療 346 10 
調味料 192 13 理容衛生 352 21 
菓 子 278 13 交通通信 503 17 
果 物 268 14 自動車費 311 11 
酒 類 206 ， 教 育 285 ， 
飲 料 179 ， 文 房 具 40 8 
外 食 536 7 教養娯楽 978 37 
住 居 1,160 57 た ば ~ 227 4 
‘—• 
家賃地代 293 3 その他の雑費 57 5 
（出所）総理府統計局「消費者物価指数年報」
はないが，消費支出のみに生活費を限定すると，きわめて狭義の生活費しか把
握しえない。なぜなら，第 1に，非消費支出に区分されている税・社会保障費
は，労働者が「支払いをまぬがれることができない強制的費用」であって，そ
の支出に対するサービスなり給付なりが，量的・質的に労働力再生産に直接・
間接に役立つものであるかどうかにかかわりなく，他の支出に先立って支出さ
れねばならない「いわゆる生活費」であり，第2に，実支出以外の支出のうち
の借金返済，月賦払い，掛買払いは，すでに消費や支出をしてしまった生活費
への後からの穴埋めであり，その意味で「いわゆる生活費」なのであり，また
第 3に，住宅購入あるいは住宅用の土地購入を実支出以外の支出に入れている
が，消費生活に不可欠の消饗財を，財産の増加とみなす実支出以外の支出に分
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類することには問題があるのであって，これらを『いわゆる生活費』からはず
した消費支出の規定は，「いわゆる生活費Jと呼ぶにはふさわしくない。特に，
家屋・土地購入を実支出以外の支出に分類することには多くの疑問が投げかけ
られている」27)。
以上のように考えると，指数品目の範囲は労働者の生計費（労働力の再生産費）
に含まれる主要な品目のすべてに拡大されるべきであり，従来，指数品目に含
められることの可否が論じられてきた品目一税金，社会保障費，月賦払い（消
費者信用），住宅あるいは土地購入費など一のほとんどすべてが含められるぺき
ことになる （個々の費目の指数品目への算入の方法，その価格処理など，技術的問題は
あるが）。例えば，住宅・土地の購入費 (49年10月の総理府『家計調査』大都市勤労者世
帯の総支出に占める土地•家屋借金返済の割合は0.8彩，同年同月の『春闘共闘委員会第 1 回
家計調査』それは 1.9%を占めている）は， 「一生涯に 1回購入するかどうかの住宅
購入あるいは，住宅用の土地購入は……たとえば， ½oF といったかたちで•…••
労働力日価値計算式に入れるべきもの」であり，「住宅の借料（賃・間代・地代）
が消費支出ならばその購入の場合も消費支出とみなすべき」であって， 「一般
の耐久消費財については，借料も購入費にもともと消費支出に一括しているの
に，住宅については，両者を分類して異質のカテゴリーとして処理しているの
は正しくない」28)ことになる。
また，月賦払い（いわゆる「消費者信用」）も，労働者家計の中でかなりの割合を
占めているが (49年10月の総理府「家計調査」大都市勤労者4人世帯の総支出に占める
月賦払いの割合は，1.3彩，同年同月の『春闘共闘委員会第1回家計調査』の4人世帯のそれは
1. 2彩を占めている），それは「広義の貯蓄」とされ， 「実支出以外の支出」 とさ
れている。だが「月賦・借入金の助けによって賃労働者の生活過程により多く
の耐久的消費財が入りこんでくるほど，賃労働者の生活水準は向上したかにみ
27)伊藤セッ，前掲論文， 35ペー ジ。
28)下山房雄「労働者の生活問題」（塩田庄兵衛編「労働問題講義』，青林書院新社， 1971
年，第5章）， 180ペー ジ。
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えてくる。しかしながら，その豊かさのすきまから，実際にはむしろあらゆる
資産を収奪されたスッテンテンの赤貧状態がちらついてみえくるの」29)であ
り，それは「労働者家計の将来の収入と支出への資本による介入・把握へと変
化していく」so)のである。この意味において，月賦払いも当然指数品目に含め
られるべきである。
また，消費者物価指数の指数品目は，「家計調査」の 5大費目分類に従って
分類されているが，この分類は本来は「用途分類」であるべきであったが，現
実には，現行の品目分類にいたったため，多くの問題を生み出している。既に
指摘されているように81),もっとも問題なのは教育費と教養娯楽費であり，教
育費は「学校教育法に規定された学校に直接納付するものに限られ，それ以外
の教育関係費は他の費目に分散されている」ので，「狭義の教育費」しか含ま
れずしたがって，教育費の指数品目のウエイトが現実よりかなり低いことが明
らかにされている（第4表，第7表，第8表の教育費のウエイトを比較対照されたい）。
この 5大費目分類は，エンゲル（その原型はライト）の費目分類以来のものとさ
れ， I.L. 0. 「第 2回国際労働統計家会議」 (1925年）において，指数品目分類
基準として採用されているが，その基礎には「食住（光熱）衣が，欠くべから
ざる肉体維持のための費用で，他と区別されるものという考え方がある」とさ
れており，「今日の生活様式の急激な変化は，従来肉体維持の必需品とみなし
てきた食住（光熱）衣のそれぞれの項目の中により多くの歴史的精神的要素が
組みこまれるようになり， それらの費目と他の費目を機械的に分ける」 こと
は，それほど意味をもたなくなっていることが指摘されている 82)。
一方，高度資本蓄積下において，労働力の再生産の「社会化」，すなわち，
29)荒又重雄「労働力の価値規定の検討（続）」，『経済」 1974年7月号， 169ペー ジ。
30)伊藤セッ，前掲論文， 34ペー ジ。
31)伊藤セッ，前掲論文， 35~36ページ。統計指標研究会「総理府「家計調査』」（官庁統
計の批判と利用⑥），『経済J1973年9月号， 196ペー ジ。
32)伊藤セッ，前掲論文， 35ペー ジ。
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消費の私的消費と社会的消費への二分化と公有化された社会的共同消費手段の
たちおくれが進行し，社会的共同消費手段の不足による都市の労働者の新たな
る絶対的・相対的貧困化が資本蓄積の一般的傾向として発現し，都市の労働者
世帯の生活様式，消費構造に急激な変化をもたらしている。 『家計調査」の 5
大費目分類は，労働者の家計費（生計費）に占めるこの労働力の再生産費の「社
会化」部分の費目的把握を著しく不十分なものにしている。 このことは， CPI
の5大指数品目分類についても同様のことがいえよう。生計費の変動への価格
変化の影響をみる消費者物価指数において，この労働者世帯の生計費の構造の
新たなる変化と関連して，消費の個人消費と社会的消費への二分化の視点から
指数品目の新しい分類を行い，標準生計費に占める個人的消費部分（個人消費品
目）と社会的消費部分（社会的消費品目）の相対的価格変化をみることも，検討
すべき課題である。それは，現行の『消費者物価指数」の「特殊分類」の再検
討が手掛りとなるだろう 88) (第5表「特殊分類」のウエイト，品目数表，参照）。
③現行の「消費者物価指数」においては，基準時点の変更は，形式的に 5年
毎に行われている。 これは，実務上の理由によるが，理論的には基準時点の
選択は，歴史的社会的な「時の要因」，すなわち，例えば資本制的景気循環
との関係において，基準時点の指数世帯となる労働者世帯の生計費の資料構
成（マーケット・バスケットの中味）が検討されなければならない。 基準時点が
不況期に相当すると （現行「家計調査」の基準時点は昭和45年の不況期である）， 不
況期の労働者世帯の生計費の構成は， その所得（収入）の相対的減少により，
「消費のきりつめ」，必要生活手段の諸商品とサービスの種類と使用価値構成
の変化 （安価な品目への変更とかその消費量の変更とか） などの「家政の合理化」
33)この点，伊藤セッ氏は，『消費者物価指数」の「公共料金」（そのウエイトは， 1,257/
10,000), 『東京都生計分析調査報告」の都独自の「公共料金」項目等を分析し． 「消
費支出の 2 割前後は，社会的消費への支出となり，労働力再生産費の¼前後は，社会
的性格を帯びていると考えられるであろう」と述べている。（伊藤セッ， 前掲論文，
38ページ）。公共料金をはじめとする社会的消費品目の価格上昇による勤労者の家計
の悪化が理解される。
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第5表 「消費者物価指数」特殊分類ウエイト，品目表
(45年基準，全国）
項 目 Iウエイ叶品目数 I 項 目 Iウエイ叶品目数
商 品 6,792 348 耐久消費財 535 23 
農水畜産物 1,847 67 その他の工業製品 1,411 98 
米 麦 481 6 大企業性製品 976 61 
生鮮食料品 1,366 61 中小企業性製品 435 37 
工 業 製 品 4,652 272 出 版 物 293 ， 
大企業性製品 2,262 128 サ t:" ス 3,208 80 
中小企業性製品 2,390 144 民営家賃間代 261 2 
食 料 1,741 90 公 共 料 金 1,257 35 
大企業性製品 688 37 個人サービス 1,154 36 
中小企業性製品 1,053 53 外 食 536 7 
繊 維製 品 965 61 
（出所）総理府統計局「消費者物価指数年報」
による消費生活の歪みを反映することになる（このことは，日常的にもいいうるこ
とだが，消費生活の歪みは不況期において特に増幅される）。このことは，現行の『消
費者物価指数」においては「家計調査』（実態生計費）に依拠して指数品目とウ
エイトが選択されるので，この歪みがそのまま反映され，固定されることにな
る。この点， 歴史的社会的諸条件に規定された「時」 の要因との関連におい
て，基準時点の選択とその基準時点の生計費（マーケット・バスケット）の中味が
理論的に検討される必要がある。
(2)標準的労働者世帯の基準時点の生計費（マーケット・バスケット）の質料構
成，すなわち，必要生活手段の諸商品（サービスを含む）の使用価値構成（その
種類，使用価値量，価格の構成）の代表として，指数品目とウエイトが決定され，
一定期間，その生計費の質料構成（指数品目とウエイト）が固定（不変）され，
各品目の個別価格の変化をそのウエイトで加重平均する基準時加重相対法，す
なわち，ラスパイレス算式
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によって個別価格指数は総合指数化され，消費者物価指数として公表される。
①消費者物価指数の性格は， (1)固定される指数品目とウエイトの標準生計費
（労働力の再生産費一労働力の価値の貨幣的表現）の代表性（反映性）， (2)指数品目
ごとの個別価格の加重平均による指数の生計費変動の反映性に依存している。
この指数は，既にみてきたとおり，標準的労働者の生計費の変動そのもの，ぃ
いかえると労働力の再生産費としての家計支出の変動そのものを反映する指数
ではない。それは，基準となる標準的労働者の生計費（標準生計費）の質料構．
成（マーケット・バスケットの中味としての一定の商品とサービスの種類とその消費量）•. . . .  .. . . 
を維持するに必要な費用，すなわち，その価格変動によってのみ規制された費
用の変化を測定する指数である。その意味において， 「生計費価格指数」 とい
う呼称は，その内容を相対的にリアルに表現しているといえよう。
労働者の生計費（家計支出）は一般に，資本制的蓄積の一般法則の作用の下-
で，労働力の価値の変化に規定され，労働者の「必然的欲望の範囲」の拡大に
伴う必要生活手段の諸商品の使用価値量の増大，その諸商品の価格上昇（特に
インフレーションの進行に伴う一般的物価の累積的上昇）によって，その 「必要生計・
費」を著しく増大させる。だが，労働者の賃金に規定された家計収入は，景気
変動などの要因によって，短期的には，必ずしも「必要生計費」に応じて変動
しない（短期的には，労働力の価格は，その価値を下まわる可能性がある）。 このこと
は，前述の労働者の「生活の歪み」，生活様式の変化， 消費生活（消費構造）の
変貌をもたらし，労働者の生活防衛としての「家政合理化」の諸形態を生み出
してくる。消費者物価指数は，その基本的性格として「生計費指数」の性格を
もっているが，これらの労働者の生計費の変動，その生活の諸形態の変貌に関
して，一定の標準生計（固定マーケット・バスケットの中味としての指数品目とウエ
のイト，すなわち，一定の商品とサービスの種類とその使用価値量は不変とされる）を維持-． 
するに必要な費用の変化（固定生計費の諸価格の変化）のみを表現するにすぎな
い。生計費を構成する諸商品とサービスの価格の上昇は，生計費の増大の大き
な要因であるが，諸物価の上昇による生計費の増大は逆に，労働者の自衛策と
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しての「家政合理化」すなわち，生活手段諸商品の量の縮小（消費のきりつめ），
あるいは，その内的構成の変化（例えば，バターからマーガリンヘ，牛肉から鳥肉ヘ
とより安価な品目（銘柄）への変更，あるいは，その消費量のきりつめ等）などのいわ
ゆる「やりくり」を生みだす。このことは，特に，保護世帯，年金生活者など
の低所得階層の収入増を大きく制限されている階層において顕著であり，その
「やりくり」は，生存のための最低必要な食費などにむけられており，物価上
昇は生活崩壊そのものをもたらしている。だが消費者物価指数は，一定の基準
時点での標準生計費の質料構成を指数品目とウエイトに反映するだけで，あと
はその価格の変化のみが測定され，生計費（家計支出）の数量とその内的構成
の変化をもたらす他の要因（消費する商品とサービスの種類の変化，その消費量一使
用価値使量の変化など）は捨象（不変と仮定）されるので，上述の消費生活の「歪
み」， 「やりくり」などの消費構造の変化を反映しない。 したがって，現行の
「消費者物価指数」の如く， その標準生計費の構成（全国平均消費者世帯の生計
費の構成）が， 標準的労働者世帯， さらには低所得者世帯などの生計費の構成
と大きく遊離している場合には，この点が，二重に歪曲され，虚構化される。
ここに指数といわゆる“生活実感”とのズレの主要な原因がある。
②消費者物価指数は，その一つの性格として，その史的展開においてみたご
とく，物価水準の変動あるいは貨幣の購買力の変動を測定する指数であるとい
う考え方がある。はじめの「問題の所在」で指摘したように，この考え方の背
後には，一般物価水準（貨幣の一般的交換価値一貨幣の購買力）の変動の測定から
個別物価水準＝特定購買力の変動の測定への物価指数論の「課題」の変遷があ
り，貨幣価値＝貨幣の購買力の変動を消費者によって現実に消費される財貨
の価格によって測定しようとする考え方（マーシャル・ケインズ流の「消費指数」
consumption index)がある。
ここでいう物価水準とか，貨幣価値，貨幣の購買力とかの概念は，主観価値
説にもとづく「貨幣数量説」的概念であり，貨幣の価値は， その内在的価値
（「一般的等価物」として他の諸商品の価値尺度）をもたず， 流通において外的に附
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与され，貨幣単位で購入される物の量（財貨とサービスの量）で表現されるので，
貨幣の購買力ともいわれる。したがって，そこでは，貨幣の購買力は物価水準
に逆比例するとされる。だが，貨幣の価値の変動は， 「等価形態に立つ諸々の
労働生産物たる商品（価値物）の使用価値量によって表現されるものであり，
物価指数形式は貨幣価値の変動の指標たり得ない」34)ことが明らかにされてい
る。このことは，その理論的基礎こそ違え，貨幣の一般的購買力の変動の測定
にも妥当することなので，次第に「消費標準」 による個別物価水準＝特定購
買力の測定が問題とされ， 生計費指数（消費者物価指数）が作成された。35) 消
費者物価指数は， 特定の社会階層（基本的には，標準的労働者世帯）の標準生計
費の質料構成＝必要生活手段諸商品の使用価値構成（マーケット・バスケットの中
味としての一定の商品とサービスの種類と消費量ー使用価値量）を維持するに必要な
費用の変化を測定する指数なので，逆数的意味であるが，特定の貨幣購買力
（一定の社会階層の所有する貨幣額あるいは単位貨幣と交換される商品とサービスの種類
と量）の変動指標といえよう。そこでは，いかなる社会階層のいかなる消費生
活の内容（家計支出における一定の商品とサービスの種類とその消費量の組み合わせ）
にかんするものであるかが問題となる。したがって，指数の基礎にある社会階
層の生計費の質料構成（指数品目とウエイト）が異なれば， 当然貨幣の購買力も
異なることになる。ここにも階層別物価指数，すなわち，階層別の貨幣購買力
指数の作成の必要性がある。ただし，たとえば，インフレーションのように貨
幣側の要因によって，諸商品の価格が一般的に上昇する場合（もちろん相対価格
の変動を伴うが）， 消費者物価指数は， その階層ごとの生計費の質料構成の差異
にもかかわらず，相対的には一様に上昇することになるので，貨幣の購買力の
減少を傾向に示めすことになる。だが，指数はインフレーションの傾向的変動
を間接的に表現するとはいえ， それは，物価変動の諸要因（価格方程式における
商品側，貨幣側の諸要因）の複合的作用の結果であるので， 価格上昇の諸原因，
34)山田喜志夫，前掲論文，参照。
35)拙稿，前掲論文，参照。
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価格上昇の量的度合を確定しうるものではない。
貨幣の購買力指数としての消費者物価指数の利用形態（賃金調整，年金調整等
のエスカレーター，あるいは，実質賃金の算定手段）をみると，例えば，実質賃金の
算定においては，次のことが注意されなければならない。実質賃金は， 「賃金
をもって購入でき，または賃金として与えられる，財およびサービスの量」 (I.
L. 0. の定義）86), すなわち，賃金によって購入しうる生活手段諸商品（サービ
スも含む）の使用価値量と規定されている。一般に実質賃金指数は名目賃金指
数を消費者物価指数で割ることによって算定されるが， I.L. 0. 「第10回国際
労働統計家会議」の「報告」は，「実質賃金の信頼しうる比率を得るためには，
二つ（賃金と価格）の指数人口が可能な限り緊密に関係していることが必要であ
る。したがって，消費者物価指数によって，カバーされる人口は，名目賃金指
数によってカバーされる人口のそれと全く同様な支出形態を持っているべきで
ある。 さらに時間について測定するためには，雇用の構造，賃金， 消費者選
好，支出が比較する期間にかなりの程度の安定性をもっているべきである」87)
としている。すなわち，実質賃金の規定における一定の賃金（貨幣額）によって
購入しうる生活手段諸商品（サービス）の使用価値量（財貨とサービスの量）は，
同一の賃金（貨幣額）の下でも， その消費形態，すなわち， 生計費の質料構成
（財貨とサービスの種類と量の組み合せ）の相違によって異った結果となる。 した
がって，消費者物価指数によってその価格変動の影響を除去し，実質量の変動
をみようとする場合，その賃金を得る労働者の階層の生計費の質料構成と消費
者物価指数の基礎にある社会階層の生計費の質料構成（マーケット・バスケット
の内容）とが一定程度対応していることが必要である。 したがって， 科学的な
実質賃金率の算定のためには，まず第一に，労働力の価値の「基準単位」とし
ての標準的労働者世帯に関する消費者物価指数の作成が必要であり，第二に，
36)前掲， I.L. 0. 「決議集』， 83ペー ジ。
37) I. L. 0., Computation of Consumer Price Indices, p. 18. 
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階層別実質賃金率の算定のために，労働者の階層別（所得，年令，家族構成，住宅
類型別等）物価指数の作成が必要となるだろう。 このことは， 原則として，賃
金，年金等のエスカレーションの場合にも同様にあてはまることである。
3)以上みたように，消費者物価指数は，まず第ーに労働力の価値の基準単
位としての標準的労働者世帯の生計費（労働力の再生産費）を基礎に作成されな
ければならない。われわれは， この視点から現行の政府『消費者物価指数」
（総理府統計局）の基本的概念と方法の問題点を明らかにし，その改善を要求す
る必要がある。それは，単に理論的に批判するだけでなく，具体的事実を提示
し，指数と現実との遊離を批判することが重要である。この意味において，前
述の「春闘共闘委員会」の「家計調査」とそれにもとづく消費者物価指数の試
算は大きな意義をもっている。
この「春闘共闘家計調査」の独自な収支項目分類の基本的視点は， 「労働組
合の家計調査の意義は政府統計の批判のみでなく，政府統計では，表わされて
いないであろう労働者の家計実態・労働力再生産状態を把える為にある。した
がって独自なものであると同時に，総理府家計調査と対比対照出来るものでな
ければならない。このことを前提とした家計簿様式により，総理府分類と春闘
共委独自のものとの二本立の集計結果により問題の所在を明瞭にすることをね
らっている」38)と説明されている。その「収支項目分類」の特徴は，第6表み
られるように，特に「自宅用の土地・家屋購入費，改築の費用を購入・改築費
として実支出以外の支出の財産購入から住居費の中へ項」をおこし， 「住居費
に購入・改築費を含めたものを住居費B」 としてとええ， 「総理府式住居費を
とるばあいには購入・改築費を含めず，それを住居費A」とし， 「実支出を二
本立にしたこと」である 39)。ほかの主たる特徴（細目については多々あるが）は，
第1表のように，「雑費」を新分類し，「社会的文化費」（月謝類，信仰費諸会費
38)宮崎礼子「春闘共閾家計調査「収支項目分類表」について」（『総評調査月報」第105
号， 1975年5月）， 40ペー ジ。
36)同上， 42ペー ジ。
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第 6表春闘共闘委員会家計調査の収支項目のくみたて
収 入 I 支 出
収入総額 I 支出総額
実 収 入 実支出R⑧ 
勤め先収入 消費支出@@
内 職 収 入 食 料 費
他の実収入 住居費@R
光熱水費
被 服 費
雑 費
非消費支出
勤労所得税
他 の 税
社会保障費
公課諸負担
そ の 他
実収入以外の収入 実支出以外の支出
貯金引出・保険取金 貯金・保険
借 入 金 借金返済
財 産 売 却 財産購入
そ の 他 そ の 他
前月からの繰入金 l翌月への繰越金
（備考）
実支出④ー消費支出R十非消費支出
（総理府実支出と同じ）
実支出@=消費支出R十非消費支出
消費支出R一住居費④を採用したもの
（総理府消費支出と同じ）
消費支出⑧ー住居費Rを採用したもの
住居費R一小分類家賃・地代，塾
備修繕，家具什器の合計
で総理府住居費から水道
料を差し引いたものと同
じ
住居費Rー住居費Rに購入・改築費
を加える。
（出所）宮崎礼子「春闘共闘家計調査
『収支項目分類表』について」
「総評調査月報」第105号，1975
年5月， 41ペー ジ。
の三分類），「社会的活動費」（例えば総評主婦の会の会費， 地域住民運動の会費， 自治
会費等），「労働組合関係費」（労働組合費，職員組合費，闘争資金，組合関係カンパ等）
の独自な中項目を新設したことにある 40)。
この「春闘共闘家計調査」結果にもとづく消費物価指数の試算は，標準的労
働者世帯の生計費（必要生活手段の諸商品とサービスの価格の集計費）を基礎とする
消費者物価指数（すなわち労働力の価値形態の反映としての生計費指数） の近似値を
与える。それは，第一に，指数の基準となる世帯が，この「春闘共闘家計調査」
によると，「調査対象とした労働者世帯は，東京都をふくむ首都圏に居住する世
40)同上， 42~43ペー ジ。
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第7表雑費の新分類表
総理府 I新分類
保健医療 医 療
保 健
理容通信 衛 生
理 容
交通通信 交 通
通 信
文房具 教養娯楽
教養娯楽
教養娯楽 社会的文化費
社会的活動費
負担費 負担費
労働組合関係費
臨 時 費
その他 こづかい
そ の 他
再掲交際費 交 際 費
（出所）宮崎礼子，前掲論文， 42
ペー ジ。
帯」（集計対象世帯数339)であり，「その選出にあ
たっては組織労働者の標準的かつ平均的な労働
者世帯」の代表となるように考慮されている。
そこでは，従来から行われてきた各単産の生計
調査，総理府「家計調査」等との比較検討によ
って，「標準的かつ平均的な労働者世帯」の選出
であることが，一応裏づけられている41)。そ
の結果が，本当に労働者階級の代表的労働者世
帯（労働力価値の基準世帯）であるか否かは， さ
らに理論的検討を要すると思われるが，一応そ
れに近似した標準的労働者世帯であるとみなす
ことができよう。第二に，この春闘共闘家計調
査の「収支項目分類」の「消費支出」項目にも
とづいて作成さした指数品目とウエイトは，政
府『消費者物価指数」の「ウエイトに採用する
家計費目」から「実支出以外の支出」として除
外されていた「自宅用の土地・家屋購入費，改
築費」，また「消費支出」項目のうち，その算定上の困難等によって， あらか
じめ除かれていた「仕送り金」， 「贈与金」， 「信仰費」および「負担費」（町内
会費，同窓会費，労働組合費など）のほとんどすぺてが「消費支出」に含まれてい
るので，指数の基礎にある労働者世帯の生計費（消費支出）の資料構成は，標
準的労働者の生計費の資料構成（生活手段の諸商品とサービスの種類と量の構成）の
より近似的な反映となっている。
その消費者物価指数の作成方法は費目別ウエイトとして，第8表の消費支出
41)春闘共関委員会「労働者の生活実態一春闘共闘第1回家計調査報告一』， 1975年6月，
6ペー ジ。
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構成比，価格資料としては総理府統計局『消費者物価指数」の東京都区部につ
いての費目別の対前年同月上昇率を用いて，指数算式に準じて，つぎの算式に
よって加重平掏を行っている；
大分類費目の対前年同月上昇率＝
工中分類費目ウエイト X中分類費目の対前年同月上昇率
工中分類ウエイト
第8表今回調査の「総理府分類」による消費支出構成 （形）
集計対象世帯 総 (3平39)均 集計対象世帯 I総 (3平39)均
消費支出 100.00 家具什器 4.09 
食 料 費 33.69 光 熱 費 3.65 
主 食 3.72 電 気 代 1. 62 
米 類 1. 81 ガ ス 代 1. 64 
麦・雑 穀 0.03 他の光熱 0.39 
ノぐ ン 0.90 被 服 費 9.60 
めん・その他 0.98 和 服 0.08 
副 食 品 19.46 洋 服 3.52 
生鮮魚介 2.35 シャツ・下着 1. 56 
塩干魚介 0.87 他の衣料 1. 87 
肉 類 4.09 身のまわり品 2.57 
乳 卵 3.35 雑 費 42.18 
野 菜 3.23 保健医療 2.35 
乾 物 0.49 理容衛生 2.65 
加工食品 3.18 交通通信 3. 73 
調 味 料 1. 90 自動車等関係費 2.20 
し好食品 7.46 教 育 3.04 
菓 子 2.43 文 房 具 0.27 
果 物 2.19 教養娯楽 7.15 
酒 類 1. 48 た ば '-~ 0.41 
飲 料 1. 36 仕 送 金 0.40 
外 食 3.05 負 担 費 2.87 
住 居 費 10.88 損害保険料 0.17 
家賃地代 3.61 そ の 他 12.38 
設備修繕 2.68 交 際 費 4.53 
水 道 料 0.50 
（出所）春闘共闘委員会『労働者の生活実態一春闘共闘第1回家計調査報告ー』，1975年6
月， 83ページ
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第8表 「新分類」による消費支出構成
集計対象世帯数 総 (3平39)均 集計対象世帯数
消費支出 100.00 ガ ス 代
食 料 費 33.08 その他の光熱
主 食 3.72 水 道 料
米 類 1. 81 被 服 費
麦 雑穀 0.03 和 服
ノぐ ン 等 0.90 洋 服
めんその他 0.98 シャツ・下着
副 食 品 19.46 他の衣料
生鮮魚介 2.35 身のまわり品
塩干魚介 0.87 他の被服費
肉 類 4.09 雑 費
乳 卵 3.35 医療保健
野 菜 3.24 衛生理容
乾 物 0.49 交通通信
加工食品 3.18 自動車関係費
調 味 料 1. 90 教 -目
し好食品 7.46 文房具（家庭用）
菓 子 2.43 教養娯楽
果 物 2.19 社会的文化費
酒 類 1. 48 社会的活動費
飲 料 1. 36 労働組合関係費
外 食 2.44 負 担 費
住 居 費 10.30 損害保険料
購入改築費 こづかい
家賃地代 3.62 た ば ‘ ゞ
設 備修繕 2.68 仕 送 金
家具什器 3.99 交 際 費
光 熱 水 費 4.15 そ の 他
電 気 代 1. 62 
（出所）春闘共闘委員会，前掲書， 84ペー ジ。
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（％） 
総平均
(339) 
1. 64 
0.39 
0.50 
9.58 
0.08 
3.50 
1. 56 
1. 87 
1. 75 
0.81 
42.89 
2.35 
2.71 
3.54 
2.20 
4.45 
0.10 
4.95 
2.00 
0.18 
2.32 
0.35 
0.17 
1. 80 
0.41 
0.16 
4.53 
0.57 
「つまり，調査時の消費支出構成をウエイトとし，対前年同月上昇率を用い
て加重平均」 する方法である 42) (ただ指数算式のウェイトは， より正確には細分類
にもとづくべきであり，また価格調査についても独自な研究が望まれよう）。
42)同上， 77~78ベー ジ。
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消費者物価指数の試算結果は，第10表と第1表にみられるとおりであるが，
これらの表は「調査時点の消費支出構成が平均的な労働者世帯のものであり調
査時以降も変わらないのとの前提に立って，その後の月次の価格資料 (11月以
降の各月の費目別上昇率）を用いて，その上昇率を算出してみた」48)ものである。
まず，従来の「消費支出」に従って算出した第10表の消費者物価の上昇率を総
理府のそれ（第9表）と比較してみると，「今回の作業結果の方がいずれの月に
ついても上まわった数値となっている」44)。また，この点が今回の試算の大き
な特徴の一つでもあるが，労働力の再生費としての標準生計費の質料構成を反
映するように，指数品目に非消費支出および土地家屋の借金返済項目を含めて
算出した第1表の消費者物価の上昇率を総理府のそれ（第9表）と比較してみ
ると，春闘共闘委員会も認めているように，「たとえば総合での上昇率は 74年
10月の28.6彩から75年 3月の18.9%というように総理府統計局の指数をかなり
大幅に上まわる結果となった。これはなお一つの試算にとどまるが，消費者物
価指数の問題点とも関連して，この点もまた今後の大きな課題である」45)こと
第9表政府発表の消費者物価指数の上昇率（参考） （彩）
I'74.10月 I11 月 1 12 月 I'75.1月 I2 月 I3 月
総 ム口 25.8 24.4 21. 5 
食 料 29.6 27.8 24.8 
主 食 39.2 35.6 33.6 
その他食料 28.2 26.8 23.7 
外 食 26.1 25.3 25.9 
住 居 24.4 23.1 18.8 
光 熱 水 39.3 37.6 34.4 
被 服 16.0 14.6 1. 5 
雑 費 24.3 23. 7 21. 2 
（出所）総理府統計局『消費者物価指数」東京都区部
43)同上， 85~86ペー ジ。
44)同上， 86ペー ジ。
45)同上， 86ペー ジ。
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16.8 12.7 14.0 
17.4 13.3 15.1 
21.1 18.7 19.4 
17.0 12.6 14.5 
24.1 22.3 23.0 
13.2 8.7 7.6 
31. 3 32.l 31. 7 
8.4 8.8 7.7 
19.8 16.9 16.2 
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第10表春闘共闘家計調査による消費者物価の上昇率（対前年同月比） （彩）
I'74.10月 I11 月 112 月 I'75.1月 I 2 月 Ia月
， 
総 ムロ 26.3 25.1 22.2 17.8 14.6 15.3 
食 料 30.7 28.9 25.4 16.8 12.5 14.7 
主 食 42.7 42.0 40.6 21.4 15.3 15.9 
副 食 32.7 29.2 23.6 13.5 9.4 12.1 
し好品 21.1 22.8 22.3 21. 0 16.0 17.7 
外 食 26.1 25.3 25.9 24.1 22.3 23.0 
住 居 28.0 26.4 20.~ 14.0 8.8 7.9 I 
光 熱 水 32.8 31. 8 30.3 27.5 27.8 27.8 
被 服 16.8 15.3 12.3 8.7 9.6 6.8 
雑 費 24.0 23.4 21. 7 20.6 17.6 18.3 
第1表 （彩）
I'74.10月 I11 月 1 12 日 I'75.1月 Iz月 Is月
総 A 口 28.6 27.5 25.0 21. 2- 18.4 18.9 
食 料 30.7 28.8 25.3 16.8 12.5 14.6 
主 食 42.9 41. 8 40.4 21. 3 15.3 15.9 
副 食 32.6 29.1 23.5 13.4 9.4 12.1 
し好品 21.1 22.8 22.3 21. 0 16.0 17.6 
外 食 26.1 25.3 25.9 24.1 22.3 23.0 
住 居 28.3 27.1 22.5 17.8 13.8 13.1 
光 熱 水 32.7 31. 8 30.3 27.4 27.8 27.7 
被 服 16.8 15.4 12.3 8.7 9.6 6.8 
雑 費 24.0 23.5 21. 9 20. 7 17.6 18.3 
非消費支出 48.6 48.6 48.6 48.6 48.6 48.6 
I 
注 1. 第10表は，従来の消費支出に準じて算出したもの。第1表は，非消費支出及び土
地家屋の借金返済をふくめて算出したもの。非消費支出は税金及び社会保障費の負
担，土地家屋借金返済は住居費にふくむ。
注 2. 74年10月調査を基準として，その後の物価上昇率から10~1月の推移を対前年同
月上昇率で示したもの。 （出所）春闘共闘委員会，前掲書， 89ペー ジ。
が明らかにされている。
春闘共闘委員会の消費者物価指数の試算では，時査時点の1974年10月という
恣意な時点（しかも 1カ月）の標準的労働者世帯（生計費家計支出）がの基準とさ
れているが，今後の課題として， この「家計調査」を継続し，出来れば， 1 
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カ年平均の家計支出をベースにする必要があるとともに，指数世帯としての
「標準的かつ平均的な労働者世帯」の労働力価値の基準単位としての代表性の
理論的，技術的検討が一層必要である。例えば，フランスの C.G.T.の指数
は，「パリ地区に住み，借家住いで，子ども二人をもっている熟練工の家庭の消
費構造」にもとづいて作成され， 3年ごとにその基準を変更して行く，とされ
ているヽ 6)0わが国の場合も，さらに具体的な典型的労働者世帯の選出について
も，さらに検討してみる必要があろう。春闘共闘委員会も認めているように指数
作成の技術的諸問題の検討が多々残されているが，労働力の価値形態（標準的労
働者世帯の必要生活手段諸商品の使用価値量，交換価値量）の反映としての消費者物
価指数の作成のためには，第1表にみられるような，非消費支出，実支出以外
の支出を含めた労働者の生計費の質料構成の総体を代表する指数品目とウエイ
トにもとづく指数の作成の試みが，さらに継続され，工夫される必要がある。
春闘共闘委員会の消費者物価指数の試算では，このほかに，調査時点の1974
年10月に限って (10月における対前年同月上昇率），労働者世帯の所得階層別， 世
帯人員別，世帯主年令別，住居の種類別の階層別物価指数（階層ごとの消費支出
に占める費目のウエイトの差だけが算入されている）の試算が行われている47)。こ
の階層別物価指数の結果は，例えば，所得階層別では，政府の「五分位所得階
層別」のと同様に，高所得分位層で相対的に高い上昇率を示めしている。この
点については，「階層間により購入価格の相違」を考慮に入れるとか， また調
査対象を「標準的な労働者世帯」に限定しているので， 「実際の階層幅はもっ
と大きいから，階層の範囲をさらに広くとれば」さらに顕著な相違を示めす指
数が得られるだろうことが指摘されている。確かに，それら点もあるが，階層
別物価指数については，西ドイツの例にみられるように，階層ごとの消費構造
の差異を可能な限り反映するように，階層ごとの指数品目（銘柄も含めて）の種
46)「フランス労働総同盟 (CGT)の物価指数について」， 『金属労働資料』， 第111号，
1973年3月， 30~31ペー ジ。
47)春闘共闘委員会，前掲書， 85~88ペー ジ。
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類と数の差異とそのウエイトの差を含めた指数を作る必要がある。階層別物価
指数の問題は，その理論的基礎の解明と方法の具体的研究を含めて，今後検討
されるべき主要課題の一つである 48)。
48)総理府統計局の「年間収5分位階級別」は物価指数や最近発表された総理府統計局編
『消費者物価指数の特別試算」（日本統計協会， 1975年8月）一住宅所有別，世帯主職業
別，世帯主年令別の階層別物価指数が試算されている一をみても，単に階層別のウエ
イトの差異のみを考慮に入れた同一の指数品目 (428品目）の階層別物価指数は，物価
上昇に伴う階層別消費生活の変化一生計費の質料構成（必要生活手段諸商品とサービス
の種類，使用価値産の構成）の変化を反映しないので，その実態を示めす指数値となって
いない。例えば，相対的に低所得者層の食料費のウエイトは低く，雑費のウエイトは高
ぃ，また高所得者層の食料費のウエイトは低く，被服，雑費のウエイトは高いので，指
数品目の個別価格上昇率が同一としても（一般に，食料費よりも被服費，雑費の構成品
目の価格上昇率の方が高い湯合が多いで）， 階層ごとのウエイトの差異は相殺され， 逆
に高所得者層の物価指数値が低所得者層のそれよりも高い結果となって現われている。
しかし，現実には，低所得者層（生活保護世帯，年金生活者世帯等）では，物価上昇に
伴う生活費の増大を前にして，「生活のやりくり」，「消費のきりつめ」を余儀なくされ．
衣服， 雑費の中の当面必要とせずにすむ品目への消費支出を最小限にきりつめ， また
は停止し， 衣食住等の生活必需品への支出をなるべくおさえる（少し位い品質が悪く
てもより安価な品目，銘柄へのふりかえ）ことによって，生活を維持している。すなわ
ち，「家政合理化」による消費生活の変化は，生計費に占める消費品目（銘柄）の種類と
数，その消費量の変化として現われている。したがって，階層別物価指数は，階層別の
消費生活の内容（構造）の変化，すなわち，階層ごとの指数品目（銘柄）の種類と数の
差異，そのウエイトの差異を基礎に作成される必要がある。そのためには，階層ごとの
より立ち入った家計調査（生計費調査），価格調査が必要とされよう。
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